
令和 6年 8月 9日（金） 

関東信越税理士会 熊谷支部 

支部研修会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 税制改正について 
 

 

 

 

    本テキストは令和６年度税制改正大綱を基に作成されております。 

    また、朝霞支部辻哲夫先生の作成された研修資料を流用させていただいております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 埼玉県税理士講師団  

税理士 松本 純一  

 

 



 

 

目 次 

 

Ⅰ 個人所得課税の改正について  ・・・・・・・・・・ １ 

（ 定額減税 Q&A 5 ～ 22 ） 

 

Ⅱ 資産課税の改正について    ・・・・・・・・・・ 35 

 

Ⅲ 法人課税の改正について    ・・・・・・・・・・ 38 

     

Ⅳ 消費課税の改正について    ・・・・・・・・・・ 50 

 

Ⅴ 納税環境整備について     ・・・・・・・・・・ 54 

 

  

 

はじめに 

 

   令和 6年税制改正大綱では、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、 

  物価上昇を十分に超える持続的な賃上げが行われる経済の実現を目指す観点から、所得 

税・個人住民税の定額減税の実施や、賃上げ促進税制の強化等を行うこととし、資本蓄 

積の推進や生産性の向上により、供給力を強化するため、戦略分野国内生産促進税制や 

イノベーションボックス税制を創設し、スタートアップ・エコシステムの抜本的強化の 

ための措置を講ずることとされました。 

その他にも、グローバル化を踏まえてプラットフォーム課税の導入等を行うとともに、 

地域経済や中堅・中小企業の活性化等の観点から、事業承継税制の特例措置に係る計画 

提出期限の延長や外形標準課税の適用対象法人の見直し等も盛り込まれています。 

   以下、税制改正大綱を基に、特に定額減税について確認します。 
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令和６年度税制改正 

Ⅰ  個人所得課税 

１ 所得税・個人住民税の定額減税 (国 税) 

令和６年分の所得税について、定額による所得税額の特別控除を次により実施する。 

(1) 居住者の所得税額から、特別控除の額を控除する。ただし、その者の令和６年分の所得税に係

る合計所得金額が 1,805 万円以下である場合に限る。 

 

(2) 特別控除の額は、次の金額の合計額とする。ただし、その合計額がその者の所得税額を超える

場合には、所得税額を限度とする。 

① 本人  ３万円 

② 同一生計配偶者又は扶養親族(居住者に該当する者に限る。以下「同一生計配偶者等」とい

う。)  １人につき ３万円 

 

(3) 特別控除の実施方法は、次による。 

① 給与所得者に係る特別控除の額の控除 

イ 令和６年６月１日以後最初に支払を受ける給与等(賞与を含むものとし、給与所得者の扶

養控除等申告書の提出の際に経由した給与等の支払者が支払うものに限る。)につき源泉徴

収をされるべき所得税の額(以下「控除前源泉徴収税額」という。)から特別控除の額に相

当する金額(当該金額が控除前源泉徴収税額を超える場合には、当該控除前源泉徴収税額に

相当する金額)を控除する。 

ロ 特別控除の額に相当する金額のうち、上記イ及びここに定めるところにより控除をしても

なお控除しきれない部分の金額は、以後令和６年中に支払われる当該給与等(同年において

最後に支払われるものを除く。)に係る控除前源泉徴収税額から、順次控除する。 

ハ 上記イ及びロにより控除された後の所得税額をもって、それぞれの給与等につき源泉徴収

をされるべき所得税の額とする。 

ニ 令和６年分の年末調整の際に、年税額から特別控除の額を控除する。 

ホ 上記イ及びニによる控除について、給与等の支払者が同一生計配偶者等を把握するための

措置を講ずる。 

へ 上記イの給与等の支払者は、上記イ又はロによる控除をした場合には、支払明細書に控除

した額を記載することとする。 
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ト 上記イの給与等の支払者は、源泉徴収票の摘要の欄に控除した額等を記載することとす

る。 

② 公的年金等の受給者に係る特別控除の額の控除 

イ 令和６年６月１日以後最初に厚生労働大臣等から支払を受ける公的年金等(確定給付企業

年金法の規定に基づいて支給を受ける年金等を除く。)につき源泉徴収をされるべき所得税

の額について、上記①イからハまで(上記①ロ(注３)を除く。)に準じた取扱いとする。 

ロ 上記イの公的年金等の支払者は、源泉徴収票の摘要の欄に控除した額等を記載することと

する。 

③ 事業所得者等に係る特別控除の額の控除 

イ 令和６年分の所得税に係る第１期分予定納税額(７月)から本人分に係る特別控除の額に相

当する金額を控除する。 

ロ 特別控除の額に相当する金額のうち、第１期分予定納税額から控除をしてもなお控除しき

れない部分の金額は、第２期分予定納税額(11 月)から控除する。 

（注）予定納税に係る上記イ及びロによる控除は、現行の納付すべき額から行う。 

ハ 予定納税額の減額の承認の申請により、第１期分予定納税額及び第２期分予定納税額につ

いて、同一生計配偶者等に係る特別控除の額に相当する金額の控除の適用を受けることが

できることとする。 

ニ 上記ハの措置に伴い、令和６年分の所得税に係る第１期分予定納税額の納期を令和６年７

月１日から９月 30 日までの期間(現行：同年７月１日から同月 31 日までの期間)とすると

ともに、同年６月 30日の現況に係る予定納税額の減額の承認の申請の期限を同年７月 31

日(現行：同月 15 日)とする。 

ホ 令和６年分の所得税に係る確定申告書を提出する事業所得者等は、その提出の際に所得税

額から特別控除の額を控除する。 

 

(4) その他所要の措置を講ずる。 

（注）今回の特別控除の緊要性に鑑み、これを円滑かつ早急に実施するため財務省・国税庁は直ちに必要な準備

作業に着手すること。具体的には、源泉徴収義務者が早期に準備に着手できるよう、財務省・国税庁は、法

案の国会提出前であっても、制度の詳細についてできる限り早急に公表するとともに、源泉徴収義務者向け

のパンフレットの作成等広報活動を開始し、給付金担当を含む関係省庁や地方公共団体ともよく連携しなが

ら、制度の趣旨・内容等について、丁寧な周知広報を行うこと。 
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(地方税) 

令和６年度分の個人住民税について、定額による所得割の額の特別控除を次により実施する。 

(1) 納税義務者の所得割の額から、特別控除の額を控除する。ただし、その者の令和６年度分の個

人住民税に係る合計所得金額が 1,805 万円以下である場合に限る。 

 

(2) 特別控除の額は、次の金額の合計額とする。ただし、その合計額がその者の所得割の額を超え

る場合には、所得割の額を限度とする。 

① 本人 １万円 

② 控除対象配偶者又は扶養親族(国外居住者を除く。) １人につき １万 円 

(注) 控除対象配偶者を除く同一生計配偶者(国外居住者を除く。)については、令和７年度分の所得割の額か

ら、１万円を控除する。 

 

(3) 特別控除の実施方法は、次による。 

① 給与所得に係る特別徴収の場合 

イ 特別徴収義務者は、令和６年６月に給与の支払をする際は特別徴収を行わず、特別控除の

額を控除した後の個人住民税の額の 11 分の１の額を令和６年７月から令和７年５月まで、

それぞれの給与の支払をする際毎月徴収する。 

ロ 地方公共団体は、令和６年度分の給与所得に係る個人住民税の特別徴収税額通知(納税義

務者用)に控除した額等を記載することとする。 

ハ 特別徴収義務者は、令和６年分の給与支払報告書の摘要の欄に所得税額から控除した額等

を記載することとする。 

② 公的年金等に係る所得に係る特別徴収の場合 

イ 令和６年 10月１日以後最初に厚生労働大臣等から支払を受ける公的年金等につき特別徴

収をされるべき個人住民税の額(以下「各月分特別徴収税額」という。)から特別控除の額

に相当する金額(当該金額が各月分特別徴収税額を超える場合には、当該各月分特別徴収税

額に相当する金額)を控除する。 

ロ 特別控除の額に相当する金額のうち、上記イ及びここに定めるところにより控除をしても

なお控除しきれない部分の金額は、以後令和６年度中に特別徴収される各月分特別徴収税

額から、順次控除する。 

ハ 地方公共団体は、令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人住民税の税額決定通知

書に控除した額等を記載することとする。 

ニ 特別徴収義務者は、令和６年分の公的年金等支払報告書の摘要の欄に所得税額から控除し
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た額等を記載することとする。 

③ 普通徴収の場合 

イ 令和６年度分の個人住民税に係る第１期分の納付額から特別控除の額に相当する金額(当

該金額が第１期分の納付額を超える場合には、当該第１期分の納付額に相当する金額)を控

除する。 

ロ 特別控除の額に相当する金額のうち、上記イ及びここに定めるところにより控除をしても

なお控除しきれない部分の金額は、第２期分以降の納付額から、順次控除する。 

ハ 地方公共団体は、令和６年度分の個人住民税の税額決定通知書に控除した額等を記載する

こととする。 

 

(4) 道府県民税及び市町村民税における特別控除の額は以下のとおりとする。 

① 道府県民税における特別控除の額は、特別控除の額に、その者の道府県民税所得割の額をそ

の者の道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額との合計額で除して得た数値を乗じて

得た金額とする。 

(注) 上記の「道府県民税所得割の額」とは、特別控除の額を控除する前の道府県民税所得割の額をいい、上

記の「市町村民税所得割の額」とは、特別控除の額を控除する前の市町村民税所得割の額をいう。 

② 市町村民税における特別控除の額は、特別控除の額から道府県民税における特別控除の額を

控除して得た金額とする。 

 

(5) 特別控除の額は、他の税額控除の額を控除した後の所得割の額から控除することとする。 

 

(6) 以下の額の算定の基礎となる令和６年度分の所得割の額は、特別控除の額を控除する前の所得

割の額とする。 

① 都道府県又は市区町村に対する寄附金税額控除(ふるさと納税)の特例控除額の控除上限額 

② 公的年金等に係る所得に係る仮特別徴収税額 

 

(7) 特別控除による個人住民税の減収額は、全額国費で補塡する。 

 

(8) その他所要の措置を講ずる。 
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令和６年分所得税の定額減税Ｑ＆Ａ （概要・源泉所得税）  令和６年４月改訂版抜粋  

国 税 庁 HP 

１－４ 同一生計配偶者 

（問）「同一生計配偶者」とは、どのような人をいうのですか。  

[Ａ] 「同一生計配偶者」とは、その年の 12 月 31 日（納税者が年の中途で死亡し又は出国する場

合は、その死亡又は出国の時）の現況で、納税者と生計を一にする配偶者（青色申告者の 事業

専従者としてその年を通じて一度も給与の支払を受けていない人又は白色申告者の事 業専従者

でない人に限ります。）で、年間の合計所得金額が 48 万円（給与所得だけの場合は 給与等の収

入金額が 103 万円）以下の人をいいます。 

 

 １－５ 扶養親族 

（問）「扶養親族」とは、どのような人をいうのですか。 

 [Ａ] 「扶養親族」とは、その年の 12 月 31 日（納税者が年の中途で死亡し又は出国する場合は、 

その死亡又は出国の時）の現況で、次の４つの要件のすべてに当てはまる人をいいます。 

 ⑴ 配偶者以外の親族（６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。）又は都道府県知事か

ら養育を委託された児童（いわゆる里子）や市町村長から養護を委託された老人で あること。 

 ⑵ 納税者と生計を一にしていること。 

 ⑶ 年間の合計所得金額が 48 万円以下であること。 

 ⑷ 青色申告者の事業専従者としてその年を通じて一度も給与の支払を受けていないこと 又は白色

申告者の事業専従者でないこと。  

 

２－１ 定額減税の適用対象者  

（問） 給与の支払者のもとで、定額減税の適用を受けられるのはどのような人ですか。  

[Ａ] 給与の支払者のもとで定額減税の適用を受けられる人の範囲等は、それぞれ次のようにな っ

ています。 

 ⑴ 令和６年６月以後の各月（日々）において、給与等に係る控除前税額から行う控除（月次減

税）の適用が受けられる給与所得者（基準日在職者） 

給与の支払者のもとで６月以後の控除 （月次

減税）を受けられる人 

参考）給与の支払者のもとで６月以後の控 除

（月次減税）を受けられない人 

令和６年６月１日現在、給与の支払者のも

とで勤務している人のうち、給与等 の源泉徴

収において源泉徴収税額表の甲欄が適用され

る居住者の人（その給与の支払者に扶養控除

⑴ 令和６年６月１日現在、給与の支払者のも

とで勤務している人のうち、給与等の源泉徴

収において源泉徴収税額表の乙欄又は丙欄が

適用される居住者の人 
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等申告書を提出し ている居住者の人） （注） その給与の支払者に扶養控除等申告書を提出し

ていない人がこれに該当します。 

 ⑵ 令和６年６月１日より後に雇用された人 

（注） この人がその後に扶養控除等申告書を提出した 

  場合には、以下の⑵の年末調整の際に年調減税の 

適用を受けることになります。 

⑵ 年末調整の際に年調所得税額から行う控除（年調減税）の適用が受けられる給与所得者 

年末調整で控除を受けられる人 （参考）年末調整で控除を受けられない人 

令和６年６月 1 日以後の令和６年分の 年末

調整時に給与の支払者に扶養控除等申告書を

提出している人（右の欄に掲 げる人を除きま

す。）  

年の中途で年末調整の対象となる次のよう

な人も、これに該当します。 

① 令和６年６月 1 日以後、年の中途で退職し

た人のうち、次の人 

イ 死亡により退職した人  

ロ 著しい心身の障害のため退職した人で、

その退職時期からみて、本年中に再就職

ができないと見込まれる人 

ハ 12 月中に支給期の到来する給与の支払を

受けた後に退職した人 

② 令和６年６月 1 日以後、年の中途で海外の

支店へ転勤したことなどの理由により、非

居住者となった人 

⑴ 年末調整の対象とならない人 令和６年分の

年末調整時に給与の支払 者のもとに勤務する

人であっても、次に掲 げる人については、こ

の控除の適用を受けることはできません。 

① 令和６年中の主たる給与の収入金額が 

2,000 万円を超える人  

② 令和６年分の給与に係る源泉所得税につ

いて、災害被害者に対する租税の減免、

徴収猶予等に関する法律（昭 22 法律 第 

175 号）の規定による徴収猶予や還付を

受けた人  

③ 令和６年分の年末調整時にその給与の支

払者に扶養控除等申告書を提出していな

い人  

（注） 令和６年分の年末調整時に乙欄又は丙欄 適用

者である人がこれに該当します。 

⑵ 令和６年５月 31 日以前において、年の中途

で年末調整の対象となる人 

⑶ 合計所得金額が 1,805 万円を超える人 

 

２－２ 所得制限を超える人に対する定額減税 

（問）定額減税の適用には所得制限があるとのことですが、合計所得金額が 1,805 万円を超える

人についても、主たる給与の支払者のもとで定額減税の適用を受けるのですか。 

 [Ａ] 合計所得金額が 1,805 万円を超える人であっても、主たる給与の支払者のもとでは、令和 ６

年６月以後の各月（日々）において、給与等に係る控除前税額から行う控除（月次減税）の適

用を受けることになります。一方、合計所得金額が 1,805 万円を超える人については、年末調

整の際に年調所得税額から行う控除（年調減税）の適用が受けられませんので、年末調整の際

にそれまで控除した額の精算を行うことになりますが、主たる給与の支払者からの給与収入が 

2,000 万円を超える人は年末調整の対象となりませんので、その人は確定申告で最終的な年間の

所得税額と定額減税額との精算を行うこととなります。 
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２－３ 公的年金等の支払を受ける給与所得者に対する定額減税 

（問） 厚生労働大臣等から公的年金等の支払を受ける人は、その公的年金等に係る源泉徴収税額

から定額減税の適用を受けますが、その人についてもその主たる給与の支払者のもとで、 定額

減税の適用を受けるのですか。 

[Ａ] 公的年金等に係る源泉徴収税額から定額減税の適用を受ける人についても、主たる給与の支

払者のもとで定額減税の適用を受けることになります。 なお、給与等と公的年金等との定額減

税額の重複控除については、確定申告で最終的な年間の所得税額と定額減税額との精算が行わ

れることとなります。 

 

２－４ 給与所得者における定額減税の適用選択権の有無  

（問）給与所得者が、主たる給与の支払者のもとで定額減税の適用を受けるか受けないかを、 自

分で選択することはできますか。 

 [Ａ] 令和６年６月１日現在、給与の支払者のもとで勤務している人のうち、給与等の源泉徴収に

おいて源泉徴収税額表の甲欄が適用される居住者の人（その給与の支払者に扶養控除等申告書

を提出している居住者の人）については、一律に主たる給与の支払者のもとで定額減税の適用

を受けることになり、自分で定額減税の適用を受けるか受けないかを選択することはできませ

ん。 

 

２－５ 従たる給与に係る定額減税  

（問）２か所から給与の支払を受けている人の従たる給与（乙欄適用給与）に係る源泉徴収税額

について定額減税の適用を受けるには、どうしたらいいですか。 

[Ａ] 定額減税額は、主たる給与の支払者のもとでのみ控除されることになっていて、従たる給与

の支払者のもとで控除されることはありません。したがって、定額減税額のうち主たる給与の

支払者のもとで控除しきれなかった金額がある場合には、確定申告の際に、主たる給与と従た

る給与（給与所得以外の申告をする必要のある所得がある場合には、その所得を含みます。）

を合わせたところで計算される年の所得税額との間で、控除しきれなかった金額を精算するこ

とになります。 

 

２－７ 基準日前に死亡退職・非居住者となった人に対する定額減税【令和６年４月修正】 

（問）令和６年５月 31 日以前に、死亡により退職した人及び年の中途で海外の支店等への転勤 

などにより非居住者となった人の定額減税は、どのように行いますか。 
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[Ａ] 令和６年５月 31 日以前に、死亡により退職した人及び年の中途で海外の支店等への転勤など

により出国し非居住者となった人は、以下の方法により、定額減税の適用を受けることとなり

ます。  

① 令和６年６月１日以後にいわゆる準確定申告書を提出する。  

② 令和６年５月 31 日以前に準確定申告書を提出した場合には、令和６年６月１日以後に 更正

の請求書を提出する。 

（注） 令和６年６月１日以後にこれらの事実が生じた人については、それぞれ次のようになります。 

① 給与所得者は、通常、これらの事実が生じた時に年末調整を行い、その人の給与に係る年調年税額から年調

減税額を控除します。 

② 給与所得以外に所得があるなどのために準確定申告書を提出する人については、その準確定申告により定額

減税額の精算を受けます。  

 

２－８ 所得制限を超える人から定額減税不要の申出があった場合【令和６年４月追加】  

（問） 給与収入以外の所得により、令和６年分の合計所得金額が 1,805 万円を超えることが明ら

かであり、年末調整時に定額減税の適用を受けることができないので、月々の給与等から月次

減税額を控除しないでほしいという申出が従業員からありました。 この場合、従業員からの申

出に従い、月次減税額を控除しなくてもいいですか。  

[Ａ] 給与所得者については、主たる給与の支払者のもとで、令和６年６月１日以後最初に支払を

受ける給与等に係る源泉徴収において、月次減税額を順次控除することとされています。 そし

て、合計所得金額が 1,805 万円を超えると見込まれるかどうかにかかわらず、主たる給与の支

払者のもとで、令和６年６月以後の給与等に係る源泉徴収において、控除対象者は一律に減税

額の控除を受けることになりますので、控除対象者自身が定額減税の適用を受けるか受けない

かを選択することはできません。 

 

 ２－９ 青色事業専従者に対する定額減税【令和６年４月追加】  

（問） 青色事業専従者は定額減税の適用を受けますか。 

[Ａ] 青色事業専従者として給与の支払を受ける人についても、主たる給与の支払者のもとで、 令

和６年６月１日以後最初に支払を受ける給与等に係る源泉徴収において、月次減税額を順次控

除することとされ、年末調整や確定申告においても定額減税の適用を受けます。 なお、青色事

業専従者として給与の支払を受ける人は、納税者の同一生計配偶者や扶養親族とはされません

ので、その納税者と生計を一にしていたとしても、定額減税の計算には含 まれません。 
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３－４ 所得制限を超える人に対する月次減税  

（問） 給与収入が 2,000 万円を超える人など、合計所得金額が 1,805 万円を超えることが確実な

人についても、主たる給与の支払者のもとで、月次減税の対象とするのですか。  

[Ａ] 合計所得金額が 1,805 万円を超えることが見込まれる人であっても、基準日在職者に該当す

る場合には、月次減税の対象となります。 

 

３－５ 休職者に対する定額減税【令和６年４月追加】 

（問） 令和６年４月以前から引き続き勤務している従業員が、令和６年５月から３か月程度休職

扱いとなったため、その間、給与を支払っていません。このような人は、基準日在職者に該当

しますか。 

[Ａ] 休職扱いとされている従業員が、令和６年６月 1 日現在においてその給与の支払者から実際

に給与の支払を受けていない状況にあるとしても、同日現在その支払者の従業員としての身分

があり、かつ、その支払者に扶養控除等申告書を提出している限り基準日在職者に該当しま

す。なお、このような人については、主たる給与の支払者のもとで、その復職後実際に支払わ

れる令和６年分の給与から月次減税額の控除を受けることになります。 

 

４－１ 基準日在職者が再就職をした場合  

（問） 他の給与の支払者のもとで基準日在職者であった人が、その後において再就職をした場 

合、再就職先での月次減税の適用関係は、どのようになりますか。  

[Ａ] 給与の支払者のもとで基準日在職者であった人が、その後において国内にある他の企業等へ

再就職し、再就職先において主たる給与の支給を受ける場合については、月次減税は行わず、年

末調整時に年調減税を行うことになります。 

 （注） 月次減税額と再就職先の年末調整時又は確定申告時に算出される最終的な定額減税額との

間に過不足額が生じる場合には、これらの時に精算が行われることになります。 

 

４－２ 控除外額のある人が死亡退職した場合  

（問） 控除外額のある人が死亡退職した場合には、この控除外額はどのようになりますか。  

[Ａ] 控除外額のある基準日在職者が死亡した場合には、その死亡により源泉徴収義務者のもとを

退職したことになるので、通常、源泉徴収義務者のもとで年末調整を行い、その人の年調所得

税額から年調減税額を控除することにより定額減税額の精算を行うこととなります。  

 

４－３ 控除外額のある人が出国した場合  
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（問） 控除外額のある人が海外赴任により出国した場合には、この控除外額はどのようになりま

すか。  

[Ａ] 控除外額のある基準日在職者が出国した場合には、通常、出国時に源泉徴収義務者のもとで

年末調整を行い、その人の年調所得税額から年調減税額を控除することにより定額減税額の精

算を行うこととなります。 

 

６－１ 月次減税のための申告書の提出  

（問）月次減税額を計算するに当たって、基準日在職者から新たに申告書を提出してもらう必 要

がありますか。 

[Ａ] 定額減税額の計算に含める同一生計配偶者の有無や扶養親族の人数については、その基準日

在職者が既に提出した扶養控除等申告書に基づき把握することになりますので、新たに扶養控

除等申告書を再提出してもらう必要はありません。 ただし、扶養控除等申告書に記載していな

い同一生計配偶者（令和６年中の所得金額の見積額が 900 万円超である基準日在職者の同一生

計配偶者）や 16 歳未満の扶養親族について、月次減税額の計算に含める場合には、基準日在職

者は「源泉徴収に係る申告書」を事前に提出する必要があります。 

 

６－５ 源泉控除対象配偶者に係る月次減税  

（問）「源泉控除対象配偶者」については、月次減税額の計算に含めますか。 

[Ａ] 月次減税額の計算に含めることができるのは同一生計配偶者であり、同一生計配偶者は合計

所得金額が 48 万円以下とされていますので、基準日在職者の提出した扶養控除等申告書 に氏名

等が記載されている「源泉控除対象配偶者」のうち、合計所得金額の見積額が 48 万円 以下、か

つ、居住者である人を月次減税額の計算に含めることになります。 そのため、扶養控除等申告

書に記載された源泉控除対象配偶者の令和６年中の所得金額の見積額が 48 万円以下であるかど

うかをご確認いただき、月次減税額の計算に含めるべき同 一生計配偶者か否かを判定していた

だくことになります。 なお、その源泉控除対象配偶者が他の給与所得者が提出する扶養控除等

申告書において控除対象扶養親族として記載されている場合には、いずれかの給与所得者の定

額減税額の計算に含めることとされています。  

 

６－６ 源泉控除対象配偶者（所得金額の見積額が 48 万円超）に係る月次減税  

（問）扶養控除等申告書に氏名等が記載されている「源泉控除対象配偶者」の中には、令和６年 

中の所得金額の見積額が 48万円超 95 万円以下の配偶者も含まれます。このような配偶者は月

次減税額の計算に含めますか。  
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[Ａ] 令和６年中の合計所得金額の見積額が 48 万円超の配偶者については、月次減税額の計算に含

めないこととされています。そのため、扶養控除等申告書に記載された源泉控除対象配偶者の

令和６年中の所得金額の見積額をご確認いただき、月次減税額の計算に含めるべき配偶者か否

かを判定していただくことになります。 

 （注） 令和６年中の合計所得金額の見積額が 48 万円超の配偶者は、配偶者自身の所得税において定額減税額の控

除が行われます。 

 

６－７ 基準日在職者（所得金額の見積額が 900 万円超）の配偶者に係る月次減税  

（問）基準日在職者の令和６年中の所得金額の見積額が 900 万円超の場合、その同一生計配偶者

は令和６年中の所得金額の見積額が 48 万円以下であっても、「源泉控除対象配偶者」に該当し

ないため、扶養控除等申告書に氏名等が記載されていません。このような同一生計配偶者も、

月次減税額の計算に含めることになりますか。  

[Ａ] 令和６年中の所得金額の見積額が 900 万円超の基準日在職者の同一生計配偶者については、

扶養控除等申告書に氏名等が記載されていないため、月次減税額の計算に含めません。 ただ

し、基準日在職者から同一生計配偶者についての記載がある「源泉徴収に係る申告書」の提出

があり、その配偶者の合計所得金額の見積額が 48万円以下で、居住者であることを確認できた

場合には、月次減税額の計算のための人数に含めてください。 

 （注）「源泉徴収に係る申告書」は、令和７年１月 10 日の翌日から７年間（令和 14 年１月 10 日まで）保存する

必要があります。  

 

6－10 扶養控除等申告書に記載していない 16 歳未満の扶養親族に係る月次減税  

（問）「16 歳未満の扶養親族」について、所得税の計算に影響しないことから、扶養控除等申告

書に記載していない従業員がいます。このような人の扶養親族を月次減税額の計算に含めるた

めにはどうすればいいですか。  

[Ａ] 給与の支払者は、基準日在職者から令和６年６月１日以後最初の給与等の支払日の前日まで

に提出された扶養控除等申告書に記載された扶養親族を、月次減税額の計算に含めることにな

り、この申告書に記載された扶養親族には、「住民税に関する事項」に記載された 16歳未満の

扶養親族も含むこととされています。 したがって、基準日在職者は、令和６年６月１日以後最

初の給与等の支払日の前日までに扶養控除等申告書の「住民税に関する事項」に 16 歳未満の扶

養親族を記載して、再提出することで、その扶養親族を月次減税額の計算に含めることができ

ます。なお、扶養控除等申告書の再提出に代えて、「源泉徴収に係る申告書」を提出すること

によっても、16歳未満の扶養親族を月次減税額の計算に含めることができますが、この場合に
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は、 年末調整の際にその 16歳未満の扶養親族を「年末調整に係る申告書」へ記載して提出する

必要があります（扶養控除等申告書の「住民税に関する事項」に記載していれば、異動がない

限り、年末調整の際に申告書を提出する必要はありません。）。  

 

６－11 基準日の前に死亡した扶養親族に係る月次減税  

（問）令和６年１月１日の時点で扶養親族であった親族が、令和６年５月に亡くなったのです 

が、この親族は月次減税額の計算に含めますか。  

[Ａ] 令和６年６月１日以後最初の給与等の支払日の前日までに死亡した令和６年分の扶養親族に

ついても、その親族の死亡の日の現況で扶養親族であると判定されるのであれば、月次減税額

の計算に含めることとされています。 

 

６－12 扶養親族の人数が変更になった場合  

（問）令和６年７月以降に扶養親族の数が変わる場合は、月次減税額も変わることになります 

か。  

[Ａ] 月次減税額は、本人分 30,000 円に、同一生計配偶者等の数により計算した一定額（１人につ

き 30,000 円）を加算して算出することとされており、この同一生計配偶者等の人数について

は、最初の月次減税事務を行うときまでに提出されている扶養控除等申告書又は「源泉徴収に

係る申告書」の記載内容に基づき判定し、これにより算出した月次減税額をもって控除を行う

こととされています。 

 

６－13 扶養控除等申告書に記載された障害者である同一生計配偶者（月次減税時） 【令和６年３月追加】  

（問）令和６年中の所得金額の見積額が 900 万円超の基準日在職者が、その同一生計配偶者につ

いて障害者控除を受けるため、同一生計配偶者の氏名等を扶養控除等申告書の摘要欄に記載し

ています。このような同一生計配偶者は、月次減税額の計算に含めることになりま すか。 

 [Ａ] 扶養控除等申告書に記載された同一生計配偶者のうち、月次減税額の計算に含めることがで

きるのは、源泉控除対象配偶者である同一生計配偶者に限られます。そのため、源泉控除対象

配偶者でない同一生計配偶者を、月次減税額の計算に含めるためには、別途、基準日在職者か

ら、同一生計配偶者についての記載がある「源泉徴収に係る申告書」の提出を受ける必要があ

ります。 

 

６－14 扶養控除等申告書等以外の様式の使用可否（月次減税時）【令和６年３月追加】 

（問）扶養控除等申告書等以外の様式を使用して、基準日在職者から月次減税額の計算に含める
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配偶者や扶養親族の氏名等の提出を受けてもいいですか。 

[Ａ] 法令で定められた記載すべき事項が漏れなく記載できるのであれば、国税庁ホームページ に

掲載されている扶養控除等申告書及び「源泉徴収に係る申告書」以外の様式を使用して、基準

日在職者から月次減税額の計算に含める配偶者や扶養親族の氏名等の提出を受けて差し支えあ

りません。また、給与の支払者が、基準日在職者から扶養控除等申告書等に記載すべき事項に

関し、電磁的提供を受けるための必要な措置を講じる等の一定の要件を満たしている場合に

は、その基準日在職者は、書面による申告書の提出に代えて、電磁的方法により申告書に記載

すべき事項の提供を行うことができます。 

 

７－３ 未払給与（令和５年分）に係る月次減税  

（問）令和５年 12月分の給与のうち、未払となっていた部分を令和６年６月に支払いますが、こ

の給与の支払時に徴収する源泉徴収税額から月次減税額を控除することはできますか。 

[Ａ] 月次減税額は、令和６年分の給与等に係る源泉徴収税額から控除することとされています。 

したがって、設問のような源泉徴収税額（令和５年分の所得税）から控除することはできませ

ん。 

 

７－４ 未払給与（令和６年分）に係る月次減税  

（問）令和６年５月分の給与のうち、未払となっていた部分を同年７月に支払いますが、この給 

与の支払時に徴収する源泉徴収税額から月次減税額を控除することはできますか。  

[Ａ] 月次減税額は、令和６年６月以後に支払われる令和６年分の給与等に係る源泉徴収税額から

控除することとされています。したがって、令和６年分の未払給与が６月以後に支払われるこ

ととなったときは、その控除前税額から月次減税額を控除することになります。  

 

７－５ 給与の増額改訂があった場合【令和６年３月追加】  

（問）給与の増額改訂が既往に遡って実施されたため、増額した差額分を令和６年６月以後に支

給することになりました。この場合に支払う差額分の給与等については月次減税の対象となり

ますか。  

[Ａ] 給与の増額改訂が既往に遡って実施されたことによりその増額した差額を支払う場合に、増

額改訂の対象となった給与等が令和６年５月分以前の支給期に係るものであっても、その差額

分の支給日や改訂の効力発生日が令和６年６月１日以後の場合には、月次減税を行うこととな

ります。ただし、月次減税の対象となるのは令和６年分の給与所得に係る所得税に限られます

ので、 令和６年 12 月分以前の支給期に係る給与等を増額改訂する場合であっても、その差額分
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を支払うこととなる支給日やその改訂の効力発生日が令和７年 1 月 1日以後であるときは月次

減税を行いません。 

 （注）給与規程の改訂が既往に遡って実施されたため既往の期間に対応して支払われる新旧給与の差額に相当す

る給与等については、それぞれ以下に掲げる日の属する年分の所得になります。 

 ① その差額に相当する給与等の支給日が定められているものについては、その支給日 

 ② その差額に相当する給与等の支給日が定められていないものについては、その改訂の効力が生じた日  

 

８－１ 年調減税のための申告書の提出  

（問）年調減税額を計算するに当たって、給与所得者から新たに申告書を提出してもらう必要が

ありますか。  

[Ａ] 年調減税額の計算に含める同一生計配偶者の有無や扶養親族の人数については、その給与所

得者の提出した扶養控除等申告書や配偶者控除等申告書で把握することになっています。ま

た、令和６年中の所得金額の見積額が 1,000 万円超の給与所得者の同一生計配偶者について、

年調減税額の計算に含める場合には、「年末調整に係る申告書」を年末調整時までに提出する

必要があります。なお、給与所得者の合計所得金額が 1,805 万円を超える場合には年調減税の

適用を受けることはできませんので、その給与所得者の提出した基礎控除申告書に記載された

令和６年分の合計所得金額の見積額を確認し、判定を行っていただくことになります。 

 

８－２ 控除対象配偶者・配偶者特別控除の適用を受ける配偶者に係る年調減税  

（問）「控除対象配偶者」や「配偶者特別控除の適用を受ける配偶者」については、年調減税額 

の計算に含めますか。  

[Ａ] 給与所得者の提出した配偶者控除等申告書に氏名等が記載されている「控除対象配偶者」

で、居住者である人については、年調減税額の計算に含めることとされています。一方、「配

偶者特別控除の適用を受ける配偶者」については、年調減税額の計算に含めることはできませ

ん。 

  （注１） 合計所得金額 48 万円超の配偶者については、配偶者自身の所得税において定額減税額の控除を受け

ることになります。 

 （注２） 「控除対象配偶者」とは、同一生計配偶者のうち、所得者の合計所得金額が 1,000 万円以下である人

の配偶者をいいます。 

（注３） 「配偶者特別控除」とは、所得者と生計を一にする配偶者の合計所得金額が 48 万円超の場合で あっ

ても、一定の要件を満たしている場合に受けられる控除のことをいいます。 
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８－４ 年末時点で非居住者となる見込みの同一生計配偶者等に係る年調減税  

（問）月次減税額の計算に含めた同一生計配偶者等が、令和６年７月以降に海外に移住し、令和

６年 12月 31 日時点では非居住者となる見込みです。その場合に、その非居住者となった同一

生計配偶者等は、年調減税額の計算には含めますか。  

[Ａ] 「居住者である同一生計配偶者」や「居住者である扶養親族」に該当するかどうかについて

は、原則として令和６年 12月 31日の現況で判定することになりますので、月次減税額の計算

に含めた同一生計配偶者等であっても、年の中途で出国し非居住者となった場合には、その非

居住者となった同一生計配偶者等については年調減税額の計算には含めないこととされていま

す。  

（注１）月次減税額と年調減税額との間に差額が生じる場合には、年末調整時に精算が行われることにな りま

す。  

（注２）給与所得者本人が年の中途で出国し非居住者となった場合や死亡した場合には、その給与所得者の出

国時や死亡時の現況において、「居住者である同一生計配偶者」や「居住者である扶養親族」に該当する

かどうかの判定を行うことになります。 

 

８－５ 年末時点で居住者となる見込みの同一生計配偶者等に係る年調減税  

（問）令和６年６月の時点では非居住者であった同一生計配偶者等が、その後日本に入国し、令

和６年 12 月 31日時点では居住者となる見込みですが、その居住者となった同一生計配偶者等

は、年調減税額の計算に含めますか。 

[Ａ] 「居住者である同一生計配偶者」や「居住者である扶養親族」に該当するかどうかについて

は、原則として令和６年 12月 31日の現況で判定することになりますので、令和６年 12 月 31

日時点で居住者である同一生計配偶者等は、月次減税額の計算に含めなかった人であっても、

年末調整時までに扶養控除等申告書等に記載することで年調減税額の計算に含めることとされ

ています。  

（注１）月次減税額と年調減税額との間に差額が生じる場合には、年末調整時に精算が行われることになりま

す。 

（注２）給与所得者本人が年の中途で出国し非居住者となった場合や死亡した場合については、その給与所得

者の出国時や死亡時の現況において、「居住者である同一生計配偶者」や「居住者である扶養親族」に該

当するかどうかの判定を行うことになります。 

 

８－６ 所得金額が 48 万円超となる見込みの配偶者等に係る年調減税  

（問）月次減税額の計算に含めた同一生計配偶者が、令和６年７月に就職し、令和６年分の合計
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所得金額が 48 万円超となる見込みです。その場合に、その配偶者は、年調減税額の計算に含め

ますか。  

[Ａ] 月次減税額の計算に含めた同一生計配偶者又は扶養親族であっても、12 月 31 日の現況で令

和６年分の合計所得金額が 48 万円超となる場合には、その配偶者等については年調減税額の計

算には含めないこととされています。 

 

８－７ 年の途中で出生した扶養親族に係る年調減税  

（問）令和６年８月に子どもが生まれ、令和６年 12月 31 日時点では扶養親族になりますが、そ

の子どもは、年調減税額の計算に含めますか。  

[Ａ] 年の中途で出生した親族について、令和６年 12月 31日時点で扶養親族となるのであれば、

月次減税額の計算に含めなかった人であっても、年末調整時までに扶養控除等申告書（住民税

に関する事項）に記載することで年調減税額の計算に含めることになります。 なお、その子ど

もが他の給与所得者が提出する扶養控除等申告書（住民税に関する事項）において扶養親族と

して記載されている場合には、いずれかの給与所得者の定額減税額の計算に含めることとされ

ています。  

（注） 月次減税額と年調減税額との間に差額が生じる場合には、年末調整時に精算が行われることになりま

す。 

 

８－８ 年の途中で死亡した扶養親族に係る年調減税  

（問）令和６年６月の時点では扶養親族であった親族が、年の中途で亡くなりました。その親 族

は、年調減税額の計算に含めますか。  

[Ａ] 令和６年６月の時点では扶養親族であった親族が、年の中途で死亡した場合については、そ

の親族の死亡の日の現況で扶養親族であると判定されるのであれば、年調減税額の計算に含め

ることとされています。 

 

８－９ 同一生計配偶者について「源泉徴収に係る申告書」に記載して提出した場合の取扱い 【令和

６年３月追加】  

（問）基準日在職者から、同一生計配偶者について記載された「源泉徴収に係る申告書」の提出 

を受けました。 その場合、年調減税額の計算の際に、基準日在職者から新たに申告書の提出を

受ける必要がありますか。  

[Ａ] 同一生計配偶者について記載した「源泉徴収に係る申告書」の提出を受けた場合には、年末

調整の際に、配偶者控除等申告書（又は年末調整に係る申告書）の提出を受ける必要がありま
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す。 また、同一生計配偶者について、源泉控除対象配偶者として記載した扶養控除等申告書の

提出を受けた場合も、年末調整の際に、配偶者控除等申告書（又は年末調整に係る申告書）の

提出を受ける必要があります。 

 

８－10 扶養親族について「源泉徴収に係る申告書」に記載して提出した場合の取扱い 【令和６年３月

追加】  

（問）基準日在職者から、扶養親族について記載された「源泉徴収に係る申告書」の提出を受け 

ました。その場合、年調減税額の計算の際に、基準日在職者から新たに申告書の提出を受ける

必要がありますか。 

[Ａ] 扶養親族（16 歳未満の扶養親族を含む）について記載した「源泉徴収に係る申告書」の提出

を受けた場合には、年末調整の際に、扶養親族について記載した扶養控除等申告書又は「年末

調整に係る申告書」の提出を受ける必要があります。 なお、扶養控除等申告書（住民税に関す

る事項を含む）に記載した扶養親族（16 歳未満の扶養親族を含む）については、年末調整の際

に新たに申告書を提出する必要はありません。 

 

８－11 扶養控除等申告書に記載された障害者である同一生計配偶者（年末調整時） 【令和６年３月追加】  

（問）令和６年中の所得金額の見積額が 900 万円超の給与所得者が、その同一生計配偶者につい

て障害者控除を受けるため、同一生計配偶者の氏名等を扶養控除等申告書の摘要欄に記載して

います。このような同一生計配偶者は、年調減税額の計算に含めることになりますか。 

 [Ａ] 年調減税額の計算に含めることができる同一生計配偶者は、配偶者控除等申告書（又は年末

調整に係る申告書）に記載された同一生計配偶者に限られます。そのため、扶養控除等申告書

の摘要欄に記載した同一生計配偶者を年調減税額の計算に含めるためには、別途、給与所得者

から、同一生計配偶者についての記載がある配偶者控除等申告書（又は年末調整に係る申告

書）の提出を受ける必要があります。 

 

８－12 扶養控除等申告書等以外の様式の使用可否（年末調整時）【令和６年３月追加】  

（問）扶養控除等申告書、配偶者控除等申告書又は「年末調整に係る申告書」以外の様式を使用 

して、従業員から年調減税額の計算に含める配偶者や扶養親族の氏名等の提出を受けてもいい

ですか。 

[Ａ] 法令で定められた記載すべき事項が漏れなく記載できるのであれば、国税庁ホームページ に

掲載されている扶養控除等申告書、配偶者控除等申告書及び「年末調整に係る申告書」以外の

様式を使用して、従業員から年調減税額の計算に含める配偶者や扶養親族の氏名等の提出を受
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けて差し支えありません。また、給与の支払者が、従業員から扶養控除等申告書等に記載すべ

き事項に関し、電磁的提供を受けるための必要な措置を講じる等の一定の要件を満たしている

場合には、その従業員は、書面による申告書の提出に代えて、電磁的方法により申告書に記載

すべき事項の提供 を行うことができます。  

 

９－２ 令和７年以降に支給される給与等に係る定額減税  

（問）年末調整の結果、給与所得者の年調所得税額から控除しきれなかった年調減税額につい て

は、令和７年１月以降に支給される給与等に係る源泉徴収税額から控除しますか。 

[Ａ] 年末調整の結果、給与所得者の年調所得税額から控除しきれなかった年調減税額について

は、源泉徴収票（給与支払報告書）に年調減税額の控除外額として記載し、令和７年１月以降

に支給される給与等に係る源泉徴収税額からは控除しません。 

 

９－３ 源泉徴収簿の記載方法【令和６年４月追加】  

（問）国税庁ホームページに掲載されている「給与等の源泉徴収事務に係る令和６年分所得税の

定額減税のしかた」では、源泉徴収簿の余白を使用して年調減税額の控除計算の内容を記載す

ると説明されています。 別紙を使用して年調減税額の控除計算の内容を記載しても差し支えあ

りませんか。 また、合計所得金額が 1,805 万円を超えるため、年調減税の適用を受けない人に

ついても、余白等への記載が必要ですか。 

[Ａ] 国税庁ホームページに掲載されている源泉徴収簿は、源泉徴収事務の便宜を考慮して作成し

たものであり、その記載方法も含めて、法令で定められたものではありませんので、年調減税

額の控除計算の内容について別紙を使用して記載していただいて差し支えありません。また、

年調減税の適用を受けない人については、余白等への記載は不要です。 

 

（源泉徴収票・給与支払明細書・徴収高計算書） 

10－１ 源泉徴収票への記載方法【令和６年４月修正】  

（問）年末調整を了した後に作成する源泉徴収票には、定額減税額等をどのように記載します 

か。  

[Ａ] 「給与所得の源泉徴収票」の「（摘要）」欄に、実際に控除した年調減税額を「源泉徴収時

所得税減税控除済額×××円」、年調減税額のうち年調所得税額から控除しきれなかった金額

を「控除外額×××円」（控除しきれなかった金額がない場合は「控除外額０円」と記載しま

す。）と記載してください。また、合計所得金額が 1,000 万円超である居住者の同一生計配偶

者（以下「非控除対象配偶者」といいます。）分を年調減税額の計算に含めた場合には、上記
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に加えて「非控除対象配偶者減税有」と記載してください。なお、「（摘要）」欄への記載に

当たっては、定額減税に関する事項を最初に記載するなど、書ききれないことがないよう留意

してください。年末調整を行った後の源泉徴収票の「源泉徴収税額」欄には、年調所得税額か

ら年調減税額を控除した残額に 102.1％を乗じて算出した復興特別所得税を含む年調年税額を記

載します。 

 （注１） 令和６年６月１日以後の退職・国外転出・死亡等で、年末調整を了した後に作成する源泉徴

収票においても同様となります。 

  （記載例①：年末調整を行った一般的な場合）  

源泉徴収時所得税減税控除済額×××円、控除外額×××円  

（記載例②：非控除対象配偶者分の定額減税の適用を受けた場合）  

源泉徴収時所得税減税控除済額×××円、控除外額×××円 非控除対象配偶者減税有  

（記載例③：非控除対象配偶者が障害者に該当する場合） 

源泉徴収時所得税減税控除済額×××円、控除外額×××円 減税有 国税花子（同配） 

（注２） 定額減税額等の記載について、書ききれない場合には記載内容が判断可能な範囲で省略して

差し支えありません。 

 

10－２ 所得制限を超える人の源泉徴収票の記載方法【令和６年４月追加】  

（問）令和６年分の給与の収入金額が 2,000 万円以下となりますが、給与以外の収入があり令和

６年分の合計所得金額が 1,805 万円を超える給与所得者の源泉徴収票には、定額減税額等をどの

ように記載しますか。  

[Ａ] 年末調整の対象となる給与所得者については、源泉徴収票への定額減税額等の記載が必要で

す。なお、給与以外の収入があり令和６年分の合計所得金額が 1,805 万円を超える人は、定額減

税の対象とはならないため、「給与所得の源泉徴収票」の「（摘要）」欄には「源泉徴収時所得

税減税控除済額０円、控除外額０円」と記載してください。 

 

10－４ 年末調整をしなかった人の源泉徴収票への記載方法  

（問）年末調整の対象とならなかった給与所得者の源泉徴収票には、定額減税額等をどのように

記載しますか。  

[Ａ] 令和６年分の給与の収入金額が 2,000 万円を超えるなどの理由により年末調整の対象となら

なかった給与所得者については、源泉徴収の段階で定額減税の適用を受けた上、確定申告で最

終的な定額減税との精算を行うこととなるため、その人に係る「給与所得の源泉徴収票」の作

成に当たり、「（摘要）」欄には、定額減税額等を記載する必要はありません。なお、「源泉
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徴収税額」欄には、控除前税額から月次減税額を控除した後の実際に源泉徴収した税額の合計

額を記載することになります。  

 

10－５ 退職した人（年末調整未了）の源泉徴収票への記載方法  

（問）給与所得者が退職した場合（年末調整を了した場合を除く。）に作成する源泉徴収票に

は、 定額減税額等をどのように記載しますか。  

[Ａ] 令和６年６月１日以後に給与所得者が退職した場合には、源泉徴収の段階で定額減税の適用

を受けた上、再就職先での年末調整又は確定申告で最終的な定額減税との精算を行うこととな

るため、「給与所得の源泉徴収票」の「（摘要）」欄には、定額減税額等を記載する必要はあ

りません。なお、「源泉徴収税額」欄には、控除前税額から月次減税額を控除した後の実際に

源泉徴収した税額の合計額を記載することになります。 

 

10－６ 同一生計配偶者や扶養親族となっている人の源泉徴収票の記載方法 【令和６年４月追加】  

（問）同一生計配偶者や扶養親族となっている給与所得者の源泉徴収票には、定額減税額等をど

のように記載しますか。 また、ある月の給与について、源泉徴収税額があるため月次減税を行

ったが、年末調整で 合計所得金額が 48 万円以下となった給与所得者の源泉徴収票には、定額

減税額等をどのように記載しますか。 

[Ａ] 同一生計配偶者や扶養親族となっている人については、令和６年分の合計所得金額が 48 万円

以下となり、源泉徴収税額が発生しないため、「給与所得の源泉徴収票」の「（摘要）」欄 に

は「源泉徴収時所得税減税控除済額 ０円」「控除外額 30,000 円」と記載してください。 令和

６年６月以降に支払う給与について、一部源泉徴収税額が発生し月次減税を行った給与所得者

で、令和６年分の合計所得金額が 48万円以下となり、最終的に年間の源泉徴収税額が発生しな

かった人についても「給与所得の源泉徴収票」の記載は同様となります。  

（注） 同一生計配偶者や扶養親族となっている人の源泉徴収票に記載された控除外額は、その人の定額減税とし

てではなく、その同一生計配偶者や扶養親族を扶養している居住者の定額減税の計算において加味されます。 

 

（各人別控除事績簿）  

11ー１ 各人別控除事績簿の作成の要否  

（問）各人別控除事績簿は必ず作成しなければならないのですか。  

[Ａ] 各人別控除事績簿の作成は義務ではなく、作成しなくても差し支えありません。なお、国税

庁では源泉徴収事務の便宜のために、各人別控除事績簿の様式を作成し、国税 庁ホームページ

に掲載しております。 
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（各種給付措置）  

12ー１ 定額減税と併せて行われる各種給付措置【令和６年４月修正】  

（問）所得税及び個人住民税の定額減税と併せて行われる各種給付措置について、教えてくださ

い。  

[Ａ] 各市区町村において所得税及び個人住民税の定額減税の実施と併せて行われる各種給付措置

については、お住いの市区町村にお問い合わせください。なお、内閣官房ホームページの「新

たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置」サイトでは、一般の方へ向けた各種給付金につ

いての説明も行っています。 

 

 

令和６年分所得税の定額減税Ｑ＆Ａ （予定納税・確定申告） 令和６年４月改訂版抜粋  

国 税 庁 HP 

（令和６年分の所得税に係る予定納税） 

 １－１ 令和６年分の所得税に係る納期等の特例  

問 令和６年分の予定納税の納期や、その減額申請の期限はどうなるのでしょうか。 

 [Ａ] 令和６年分所得税の定額減税の実施に伴い、令和６年分の所得税に係る予定納税額の第１ 

期分の納期並びに第１期分及び第２期分の予定納税額の減額申請の期限が次のとおり変更 

されています。 

（注１） 令和６年７月 15 日（月）は祝日のため、変更前の実際の期限は、同月 16 日（火）となります。 

（注２） 第２期分の納期等については、変更されていません。  

 

２－３ 給与等と公的年金等の源泉徴収税額から定額減税の適用を受けた者 

 問 私は、支払を受けた給与等に係る源泉徴収税額と、厚生労働大臣等から支払を受けた公的 

年金等に係る源泉徴収税額の、両方から定額減税の適用を受けています。この場合、確定申 

告をする必要がありますか。 

 [Ａ] 給与等に係る源泉徴収税額と、公的年金等に係る源泉徴収税額の両方から定額減税の適用 

項目 変更後 変更前 

第１期分の納期 令和６年７月１日（月）か

ら 同年９月 30 日（月）ま

で 

令和６年７月１日（月）か

ら 同月 31 日（水）まで 

第１期分及び第２期分の 予

定納税額の減額申請の期限 

令和６年７月 31 日（水） 令和６年７月 15 日（月）

（注１） 
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を受けていることだけをもって、確定申告の義務は発生しません。 このため、従来どお

り、  

・ 確定申告をすれば税金が還付される方（注１）、 

 ・ 給与の収入金額が 2,000 万円以下で、かつ、給与所得及び退職所得以外の所得金額が 20 

万円以下であるなどの一定の要件を満たすことにより確定申告が不要とされている方、 

 ・ その年中の公的年金等の収入金額が 400 万円以下であって、かつ、その年分の公的年金 

等に係る雑所得以外の所得金額が 20 万円以下であることにより、確定申告が不要とされ 

ている方（注２）  

については、確定申告をする必要はありません。 

（注１） 確定申告をする必要はありませんが、還付申告により、所得税等の還付を受けることができます。 

（注２） その公的年金等の全部が源泉徴収の対象となっている方に限ります 

 

２－５ 令和６年５月 31 日以前に準確定申告書を提出している場合の定額減税 

問 令和６年５月 31 日以前に令和６年分の準確定申告書を提出している場合には、定額減税 の

適用は受けることができないのでしょうか。  

[Ａ] 定額減税については、令和６年６月１日以後に提出する令和６年分の確定申告書について 

適用することとされていることから、同年５月 31 日以前にいわゆる準確定申告書を提出す 

る場合においては、適用されないこととなります。 その上で、令和６年５月 31 日以前に準

確定申告書を提出した方は、同年６月１日から令 和 11 年６月１日（月）までに更正の請求

を行うことにより、定額減税の適用を受けること ができることとされています（注）。  

 （注） この場合の更正の請求書については、令和５年分の様式を使用する場合には、上記２－４の準確定 申

告書の記載方法に準じて記載してください。なお、既に提出した準確定申告書に係る法定申告期限 が到来

していない場合には、訂正申告書の提出により定額減税の適用を受けることができます。 
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 HP より 

定額減税・各種給付の詳細 （給付と定額減税一体措置） 

（１）令和５年度住民税非課税世帯への給付金 

 令和５年度分の個人住民税均等割が課されていない方のみで構成される世帯の世帯主に、１世

帯当たり７万円が給付されます。 

 令和５年夏以降に給付された３万円と合わせると、１世帯当たり計 10 万円の給付となります。 

※ ただし、世帯の全員が、個人住民税が課税されている他の親族等の扶養を受けている場合

は、対象となりません。 

※ 令和５年度分の個人住民税は、令和４年 1月１日～12 月 31 日までの収入に基づき令和５年 6

月ごろに個人住民税の納税通知書・特別徴収税額通知書が送付されています（住民税非課税世

帯の場合、多くの市区町村において、納税通知書の送付はされません）。 

（２）令和５年度住民税均等割のみ課税世帯への給付金 

 令和５年度分の個人住民税非課税世帯（個人住民税均等割非課税世帯）以外の世帯であって、

個人住民税所得割が課されていない方のみで構成される世帯に対し、1世帯当たり 10万円が給付

されます。 

※ ただし、世帯の全員が、個人住民税が課税されている他の親族等の扶養を受けている場合

は、対象となりません。 

※ 令和５年度分の個人住民税は、令和４年１月１日～12 月 31 日までの収入に基づき令和５年

６月ごろに個人住民税の納税通知書・特別徴収税額通知書が送付されています。 

（３）低所得の子育て世帯への「子ども加算」 

 令和５年度分の個人住民税非課税世帯（１）及び均等割のみ課税世帯への給付（２）への加算

として、当該世帯の 18 歳以下の児童１人当たりにつき５万円が給付されます。 

※（３）の給付に当たっては、お住まいの市区町村によって（１）や（２）と併せて給付され

る場合又は（２）や（３）とは別のタイミングで給付される場合があります。 

（例） 令和５年度住民税均等割のみ課税世帯で 18歳以下の児童が２人いる場合 

    令和５年度住民税均等割のみ課税世帯への給付金   １０万円 

    低所得の子育て世帯への「子ども加算」    ５万円×２人＝１０万円 

    合計                         ２０万円の給付 

（４）令和６年度個人住民税において、新たに非課税等となる世帯への給付金 

令和６年度分の個人住民税において、新たに、個人住民税均等割が非課税となった方のみで構

成されることとなった世帯に対し、１世帯当たり 10万円が給付されます。 

令和６年度分の個人住民税において、新たに、個人住民税所得割が課されていない方のみで構
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成されることとなった世帯に対し、１世帯当たり 10万円が給付されます。 

 上記のいずれも、当該世帯において 18歳以下の児童がいる場合は、（３）のとおり児童 1 人当

たり５万円が給付されます。 

※ ただし、世帯の全員が、個人住民税が課税されている他の親族等の扶養を受けている場合

は、対象となりません。 

※ 令和 6 年度分の個人住民税は、令和５年 1月１日～12 月 31 日までの収入に基づき令和６年

６月ごろに個人住民税の納税通知書・特別徴収税額通知書が送付されます。 

（５）定額減税 

 令和６年分の所得税・令和６年度分の個人住民税について、納税者及び同一生計配偶者又は扶

養親族（居住者に限ります。）１人につき、所得税額から３万円・個人住民税所得割額から１万

円の定額減税額が控除されます。 

※ 合計所得金額が 1,805 万円以下（給与収入のみの方の場合、給与収入が 2,000 万円以下

（「子ども・特別障害者等を有する者等の所得金額調整控除」の適用を受ける方は、2,015 万円

以下）である方）である場合に限られます。 

（注）１ 同一生計配偶者とは、納税者と生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の

支払を受ける人及び白色事業専従者（以下「青色事業専従者等」といいます。）を除き

ます。）で、合計所得金額が 48万円以下の方をいいます。 

   ２ 扶養親族とは、納税者と生計を一にする親族（配偶者、青色事業専従者等を除きま

す。）で、合計所得金額が 48 万円以下の方をいいます。 

   ３ 合計所得金額とは、純損失や雑損失などの繰越控除の適用がないものとして計算した

総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額をいいます。 

   ４ 控除対象配偶者以外の同一生計配偶者に係る個人住民税の定額減税については、令和

７年度分の個人住民税で行われます。 

（実施時期）  

【所得税】 

給与所得者に係る所得税の定額減税 

令和６年６月１日以後、最初に支払われる給与等（賞与を含みます。）につき源泉徴収される

所得税等から控除されます。控除をしてもなお控除しきれない金額は、以後、令和６年中に支払

われる給与等につき源泉徴収されるべき所得税等の額から順次控除されます。 

公的年金等の受給者に係る所得税の定額減税 

令和６年６月１日以後、最初に厚生労働大臣等から支払われる公的年金等につき源泉徴収され

る所得税等から控除されます。控除してもなお控除しきれない金額は、以後、令和６年中に支払
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われる公的年金等より源泉徴収される所得税等から順次控除されます。 

事業所得者等に係る所得税の定額減税 

原則として、令和６年分の所得税の確定申告（令和７年１月以降）の際に所得税額から控除さ

れます。 

予定納税の対象者については、確定申告での控除を待たずに、令和６年６月以後に通知される

予定納税額から納税者本人分に係る金額が控除され、同一生計配偶者又は扶養親族に係る金額に

ついては、予定納税額の減額申請の手続により控除が可能です。 

【個人住民税の場合】  

給与所得に係る特別徴収（給与所得者の方） 

令和６年６月分は徴収されず、定額減税「後」の税額が令和６年７月分～令和７年５月分の 11

か月で均して徴収されます。 

普通徴収（事業所得者等の方） 

定額減税「前」の税額をもとに算出された第１期分（令和６年６月分）の税額から控除され、

控除しきれない場合は、第２期分（令和６）年８月分）以降の税額から、順次控除されます。 

公的年金等に係る所得に係る特別徴収（年金所得者の方） 

定額減税「前」の税額をもとに算出された令和６年 10 月分の特別徴収税額から控除され、控除

しきれない場合は、令和６年 12月分以降の特別徴収税額から、順次控除されます。 

（６）定額減税しきれないと見込まれる方への給付金（調整給付） 

 定額減税（５）において、納税者本人と扶養親族（配偶者を含む）の数から算定される減税額

（定額減税可能額）が、定額減税を行う前の所得税額・個人住民税所得割額を上回っており、定

額減税しきれないと見込まれる場合は、個人住民税を課税する市区町村が定額減税しきれない差

額を給付します。 

 なお、早期に給付をお届けする観点から、令和５年の課税状況に基づき、給付額が算定されま

す。令和６年分の所得税額が確定した後、令和５年と比較して所得に変動があるなどの一定の事

情によって、当初の給付額に不足があることが判明した場合は、追加で給付されます。 

給付金の申請及び給付の方法 

 市区町村によっては、給付についてこの他に独自の要件を設けている場合があります。 

 通常の場合、市区町村の準備が出来次第、給付対象者（（１）～（４）については世帯主、

（６）については納税者）に対してご案内がありますので、内容をご確認いただき、ご返送いた

だくかオンライン申請に対応している市区町村においてはオンラインでご提出いただくことで、

支給が行われます。 

 給付金の支給に当たっての手続や具体的な給付方法は、市区町村ごとに異なりますのでお住ま
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いの市区町村から送付される申請書・確認書等の内容をご確認ください。給付ごとに各市区町村

が定める申請期限がありますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

２ 金融・証券税制 

〔延長・拡充等〕 

(1) 特定の取締役等が受ける新株予約権の行使による株式の取得に係る経済的利益の非課税等(ス

トックオプション税制)について、次の措置を講ずる。 
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① 適用対象となる新株予約権に係る契約の要件について、「新株予約権を与えられた者と当該

新株予約権の行使に係る株式会社との間で締結される一定の要件を満たす当該行使により交

付をされる株式(譲渡制限株式に限る。)の管理等に関する契約に従って、当該株式会社によ

り当該株式の管理等がされること」との要件を満たす場合には、「新株予約権の行使により

取得をする株式につき金融商品取引業者等の営業所等に保管の委託等がされること」との要

件を満たすことを不要とする。 

② その年における新株予約権の行使に係る権利行使価額の限度額について、次のとおりとす

る。 

イ 設立の日以後の期間が５年未満の株式会社が付与する新株予約権については、当該限度額

を 2,400 万円(現行：1,200 万円)に引き上げる。 

  ロ 一定の株式会社が付与する新株予約権については、当該限度額を 3,600 万円(現行：1,200

万円)に引き上げる。 

(注) 上記の「一定の株式会社」とは、設立の日以後の期間が５年以上 20 年未満である株式

会社で、金融商品取引所に上場されている株式等の発行者である会社以外の会社又は金融

商品取引所に上場されている株式等の発行者である会社のうち上場等の日以後の期間が５

年未満であるものをいう。 

③ 中小企業等経営強化法施行規則の改正を前提に、適用対象となる特定従事者に係る要件につ

いて、次の見直しを行う。 

イ 認定新規中小企業者等に係る要件のうち「新事業活動に係る投資及び指導を行うことを業

とする者が新規中小企業者等の株式を最初に取得する時において、資本金の額が５億円未

満かつ常時使用する従業員の数が 900 人以下の会社であること」との要件を廃止する。 

ロ 社外高度人材に係る要件について、次の見直しを行う。 

(イ)「３年以上の実務経験があること」との要件を、金融商品取引所に上場されている株式

等の発行者である会社の役員については「１年以上の実務経験があること」とし、国家

資格を有する者、博士の学位を有する者及び高度専門職の在留資格をもって在留してい

る者については廃止する。 

(ロ) 社外高度人材の範囲に、次に掲げる者を加える。 

ａ 教授及び准教授 

ｂ 金融商品取引所に上場されている株式等の発行者である会社の重要な使用人として、

１年以上の実務経験がある者 

ｃ 金融商品取引所に上場されている株式等の発行者である会社以外の一定の会社の役員

及び重要な使用人として、１年以上の実務経験がある者 
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ｄ 製品又は役務の開発に２年以上従事した者であって、本邦の公私の機関の従業員とし

て当該製品又は役務の開発に従事していた期間の開始時点に対し、終了時点における

当該機関の全ての事業の試験研究費等が 40％以上増加し、かつ、終了時点における

当該機関の全ての事業の試験研究費等が 2,500 万円以上であること等の一定の要件を

満たすもの 

ｅ 製品又は役務の販売活動に２年以上従事した者であって、本邦の公私の機関の従業員

として当該製品又は役務の販売活動に従事していた期間の開始時点に対し、終了時点

における当該機関の全ての事業の売上高が 100％以上増加し、かつ、終了時点におけ

る当該機関の全ての事業の売上高が 20 億円以上であること等の一定の要件を満たす

もの 

ｆ 資金調達活動に２年以上従事した者であって、本邦の公私の機関の従業員等として当

該資金調達活動に従事していた期間の開始時点に対し、終了時点における当該機関の

資本金等の額が 100％以上増加し、かつ、終了時点における当該機関の資本金等の額

が 1,000 万円以上であること等の一定の要件を満たすもの 

④ 権利者が新株予約権に係る付与決議の日において当該新株予約権の行使に係る株式会社の大

口株主等に該当しなかったことを誓約する書面等の提出に代えて、電磁的方法により当該書

面等に記載すべき事項を記録した電磁的記録を提供できることとする等、所要の措置を講ず

る。 

⑤ その他所要の措置を講ずる。 

(2)  略  

(3) 公共法人等及び公益信託等に係る非課税及び金融機関等の受ける利子所得等に対する源泉徴収

の不適用の適用対象に、電子記録移転有価証券表示権利等に該当する社債等であって、金融商

品取引業者等によって一定の要件を満たす方法により管理されるものの利子等を加える。 

(4) 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置(ＮＩＳＡ)等につ

いて、次の措置を講ずる。 

①廃止通知書について、次の措置を講ずる。 

イ 金融商品取引業者等の営業所の長は、廃止通知書の交付に代えて、電磁的方法により当該

廃止通知書に記載すべき事項を提供できることとする。 

ロ 非課税口座を開設し、又は開設していた居住者等は、廃止通知書の提出又は非課税口座開

設届出書への添付に代えて、電磁的方法による当該廃止通知書に記載すべき事項の提供及

び当該事項を記載した当該非課税口座開設届出書の提出等ができることとする。 

② 非課税口座内上場株式等について与えられた新株予約権で一定のものの行使等に際して金
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銭の払込みをして取得した上場株式等について、次の措置を講ずる。 

イ 当該上場株式等は、非課税口座が開設されている金融商品取引業者等を経由して払込みを

すること並びに金融商品取引業者等への買付けの委託等により取得した場合と同様の受入

期間及び取得対価の額の合計額に係る要件その他の要件を満たす場合に限り、特定非課税

管理勘定に受け入れることができることとする。 

ロ 当該上場株式等を、非課税管理勘定又は特定非課税管理勘定に受け入れることができる非

課税管理勘定又は特定非課税管理勘定に係る上場株式等の分割等により取得する上場株式

等の範囲から除外する。 

ハ 当該上場株式等を、特定口座に受け入れることができる上場株式等の範囲に加える。 

③ 非課税口座内上場株式等の配当等に係る金融商品取引業者等の要件について、国外におい

て発行された株式の配当等に係る支払の取扱者でその者に開設されている非課税口座におい

て当該株式のみを管理していることその他の要件を満たす場合には、口座管理機関に該当す

ることとの要件を不要とする。 

④ 累積投資上場株式等の要件のうち上場株式投資信託の受益者に対する信託報酬等の金額の

通知に係る要件について廃止するとともに、特定非課税管理勘定で管理する公募株式投資信

託については、当該特定非課税管理勘定に係る非課税口座が開設されている金融商品取引業

者等は、その受益者に対して、当該公募株式投資信託に係る信託報酬等の金額を通知するこ

ととする。 

 ⑤ その他所要の措置を講ずる。 

(5) 特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計算等の特例等について、特定口座に受け入れ

ることができる上場株式等の範囲に、居住者等が金融商品取引業者等に開設する非課税口座及

び特定口座に係る同一銘柄の上場株式等について生じた株式の分割等により取得する上場株式

等(当該非課税口座又は特定口座に受け入れることができるものを除く。)を加える。 

(6) 略  

 

３ 子育て支援に関する政策税制 

(1) 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について、次の措置を講ずる。 

① 個人で、年齢 40 歳未満であって配偶者を有する者、年齢 40 歳以上であって年齢 40歳未満

の配偶者を有する者又は年齢 19歳未満の扶養親族を有する者(以下「子育て特例対象個人」

という。)が、認定住宅等の新築若しくは認定住宅等で建築後使用されたことのないものの取

得又は買取再販認定住宅等の取得(以下「認定住宅等の新築等」という。)をして令和６年１

月１日から同年 12 月 31日までの間に居住の用に供した場合の住宅借入金等の年末残高の限
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度額(借入限度額)を次のとおりとして本特例の適用ができることとする。 

住宅の区分 借入限度額 

認定住宅 5,000 万円 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 4,500 万円 

省エネ基準適合住宅 4,000 万円 

② 認定住宅等の新築又は認定住宅等で建築後使用されたことのないものの取得に係る床面積要

件の緩和措置について、令和６年 12月 31 日以前に建築確認を受けた家屋についても適用で

きることとする。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(注１)「認定住宅等」とは、認定住宅、ＺＥＨ水準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅をい

い、「認定住宅」とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅をいう。以下同じ。 

(注２)「買取再販認定住宅等」とは、認定住宅等である既存住宅のうち宅地建物取引業者によ

り一定の増改築等が行われたものをいう。 

(注３) 上記①及び②について、その他の要件等は、現行の住宅借入金等を有する場合の所得税

額の特別控除と同様とする。 

 

(2)  略  

(3) 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除について、子育て特例対象個

人が、その者の所有する居住用の家屋について一定の子育て対応改修工事をして、当該居住用

の家屋を令和６年４月１日から同年 12 月 31 日までの間に居住の用に供した場合を適用対象に

追加し、その子育て対応改修工事に係る標準的な工事費用相当額(250 万円を限度)の 10％に相

当する金額をその年分の所得税の額から控除できることとする。 

(注１) 上記の「一定の子育て対応改修工事」とは、①住宅内における子どもの事故を防止す
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るための工事、②対面式キッチンへの交換工事、③開口部の防犯性を高める工事、④

収納設備を増設する工事、⑤開口部・界壁・床の防音性を高める工事、⑥間取り変更

工事(一定のものに限る。)であって、その工事に係る標準的な工事費用相当額(補助金

等の交付がある場合には、当該補助金等の額を控除した後の金額)が 50 万円を超える

こと等一定の要件を満たすものをいう。 

(注２) 上記の「標準的な工事費用相当額」とは、子育て対応改修工事の種類ごとに標準的な

工事費用の額として定められた金額に当該子育て対応改修工事を行った箇所数等を乗

じて計算した金額をいう。 

(注３) 上記の税額控除は、その年分の合計所得金額が 2,000 万円を超える場合には適用しな

い。 

(注４) その他の要件等は、既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除

と同様とする。 

 

４ 土地・住宅税制 

〔延長・拡充等〕 

(1)  略 

(2)  略 

(3) 特定の民間住宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合の 1,500 万円特別控除の適用期限を

３年延長する(法人税についても同様とする。)。 

(4) 特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例の適用期限を２年延長

する。 

(5) 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等について、次の措置を講ずる。 

① 本特例の適用期限を２年延長する。 

② 所要の経過措置を講じた上、本特例の適用を受けようとする個人が買換資産の住宅借入金等

に係る債権者に対して住宅取得資金に係る借入金等の年末残高等調書制度の適用申請書の提

出をしている場合には、住宅借入金等の残高証明書の確定申告書等への添付を不要とする。 

(注) 上記②の改正は、令和６年１月１日以後に行う譲渡資産の譲渡について適用する。 

(6) 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を２年延長する。 

(7) 既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除の適用期限を２年延長する。 

(8) 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除について、次の措置を講じた

上、その適用期限を２年延長する。 

① 本税額控除の適用対象者の合計所得金額要件を 2,000 万円以下(現行：3,000 万円以下)に引
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き下げる。 

② 本税額控除の適用対象となる省エネ改修工事のうち省エネ設備の取替え又 は取付け工事に 

ついて、エアコンディショナーに係る基準エネルギー消費効率の引上げに伴い、当該工事の

対象設備となるエアコンディショナーの省エネルギー基準達成率を 107％以上(現行：114％

以上)に変更する。 

(9) 小笠原諸島振興開発特別措置法の期限の延長を前提に、小笠原諸島への帰島に伴う譲渡所得等

の課税の特例の適用期限を５年延長する。 

〔縮減等〕 

認定住宅等の新築等をした場合の所得税額の特別控除について、適用対象者の合計所得金額要

件を 2,000 万円以下(現行：3,000 万円以下)に引き下げた上、その適用期限を２年延長する。 

 

５ 租税特別措置等 

〔延長・拡充〕 

(1)  略  

(2)  略  

(3)  略  

(4) 政治活動に関する寄附をした場合の寄附金控除の特例又は所得税額の特別控除の適用期限を５

年延長する。 

(5)  略  

 

６ その他 

(1) 支払調書等の電子情報処理組織(e-Tax)を使用する方法等による提出義務制度について、提出

義務の対象となるかどうかの判定基準となるその年の前々年に提出すべきであった支払調書等

の枚数を 30 枚以上(現行：100 枚以上)に引き下げる。 

(注) 上記の改正は、令和９年１月１日以後に提出すべき支払調書等について適用する。 

（2） 略  

（3）所得税法及び租税特別措置法等の規定による本人確認の方法について、次の措置を講ずる。 

① 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正に伴い、国

内に住所を有しない個人で個人番号を有するものに係る個人番号を証する書類の範囲に個人

番号カードを加えるとともに、その個人番号を証する書類の範囲から還付された個人番号カ

ードを除外する。 

② 健康保険法等の改正に伴い、本人確認書類の範囲に、健康保険法に規定する被保険者の資格
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の確認に必要な書面等を加える。 

③ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則の改正を前提に、本人確認書類の範囲に、

特別児童扶養手当受給証明書(仮称)を加える。 

（4）税務署長に提出する書類等について、次の措置を講ずる。 

① 次に掲げる書類の全ての書式について、国税庁長官が必要がある場合に、所要の事項を付記

すること又は一部の事項を削ることができるようにするための所要の整備を行う。 

イ 障害者等に対する少額貯蓄非課税制度に係る申告書 

ロ 源泉所得税の徴収高計算書 

ハ 調書、源泉徴収票、計算書及び報告書 

ニ 勤労者財産形成住宅(年金)貯蓄非課税制度に係る申告書 

② 国税庁長官は、上記①イからニまでに掲げる書類の書式について所要の事項を付記し、又は

一部の事項を削る場合において、当該書類について必要があるときは、日本産業規格に定め

る用紙の大きさに変更することができることとする。 

(注) 上記の改正は、令和８年９月１日以後に提出する書類について適用する。 

(5) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律等の改正を前提に、次の措置を講ずる。 

① 収支相償原則の見直し等の公益法人制度改革が行われた後も、公益社団法人及び公益財団法

人に講じられている措置を引き続き認めることとする。 

② 公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税措置について、次に掲げる継

続適用措置の適用対象に、公益社団法人及び公益財団法人が解散する場合又は公益認定の取

消しの処分を受けた場合において、非課税承認を受けた財産等を公益信託の受託者に移転す

るときを加えるほか、所要の措置を講ずる。 

イ 公益法人等が解散する場合における非課税の継続適用措置 

ロ 公益社団法人及び公益財団法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合における非課税

の継続適用措置 

(6)公益信託制度改革による新たな公益信託制度の創設に伴い、次の措置を講ずる。 

① 公益信託の信託財産につき生ずる所得(貸付信託の受益権の収益の分配に係るものにあって

は、当該受益権が当該公益信託の信託財産に引き続き属していた期間に対応する部分の額に

限る。)については、所得税を課さないこととする。 

② 公益信託の受託者(個人に限る。)に対する贈与等により、居住者の有する譲渡所得の基因と

なる資産等の移転があった場合には、当該居住者に対しその贈与等によるみなし譲渡課税を

適用することとする。 

③ 公益信託の委託者がその有する資産を信託した場合には、当該資産を信託した時において、
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当該委託者から当該公益信託の受託者に対して贈与等により当該資産の移転が行われたもの

として、当該委託者に対しその贈与等によるみなし譲渡課税を適用することとする。 

④ 公益信託の信託財産とするために支出した当該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金(出

資に関する信託事務に充てられることが明らかなものを除く。)について、特定公益増進法人

に対する寄附金と同様に、寄附金控除の対象とする。 

⑤ 公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税措置について、次の措置を講

ずる。 

イ 適用対象となる公益法人等の範囲に、公益信託の受託者(非居住者及び外国法人に該当す

るものを除く。)を加える。 

ロ 非課税承認を受けた財産を有する公益信託の受託者が、その任務の終了等により、当該財

産を当該公益信託に係る信託事務の引継ぎを受けた受託者に移転しようとする場合におい

て、当該財産の移転に関する届出書を提出したときは、本非課税措置を継続適用できるこ

ととする。 

(注) 上記ロの措置は、当該任務の終了等に係る事由により国税庁長官の非課税承認を取り

消すことができる場合には、適用しない。 

ハ 非課税承認を受けた財産を有する公益信託の受託者が、公益信託の終了により、当該財産

を他の公益法人等(当該公益信託に係る帰属権利者となるべき者に限る。)に移転しようと

する場合において、当該財産の移転に関する届出書を提出したときは、本非課税措置を継

続適用できることとする。 

(注) 上記ハの措置は、当該公益信託の終了に係る事由により国税庁長官の非課税承認を取

り消すことができる場合には、適用しない。 

ニ 国税庁長官の非課税承認の要件である寄附者の所得税等を不当に減少させる結果とならな

いことを満たすための条件等について、上記イに伴う所要の措置を講ずる。 

⑥ その他所要の措置を講ずる。 

(注) 現行の特定公益信託及び特定公益信託以外の公益信託について、所要の経過措置を講ずる。 
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Ⅱ  資産課税 

１ 土地に係る固定資産税等の負担調整措置 

(1)土地に係る固定資産税の負担調整措置 

① 宅地等及び農地の負担調整措置については、令和６年度から令和８年度までの間、商業地等

に係る条例減額制度及び税負担急増土地に係る条例減額制度を含め、現行の負担調整措置の

仕組みを継続する。 

② 据置年度において簡易な方法により価格の下落修正ができる特例措置を継続する。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(2) 土地に係る都市計画税の負担調整措置 

固定資産税の改正に伴う所要の改正を行う。 

 

２ 租税特別措置等 

<相続税・贈与税> 

(1) 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置について、次の措置を

講ずる。 

① 適用期限を３年延長する。 

② 非課税限度額の上乗せ措置の適用対象となるエネルギーの使用の合理化に著しく資する住宅

用の家屋の要件について、住宅用家屋の新築又は建築後使用されたことのない住宅用家屋の

取得をする場合にあっては、当該住宅用家屋の省エネ性能が断熱等性能等級５以上かつ一次

エネルギー消費量等級６以上(現行：断熱等性能等級４以上又は一次エネルギー消費量等級４

以上)であることとする。 

(注１) 上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する住宅取得等資金に係る贈

与税について適用する。 

(注２) 令和６年１月１日以後に住宅取得等資金の贈与を受けて住宅用家屋の新築又は建築後

使用されたことのない住宅用家屋の取得をする場合において、当該住宅用家屋の省エ

ネ性能が断熱等性能等級４以上又は一次エネルギー消費量等級４以上であり、かつ、

当該住宅用家屋が次のいずれかに該当するものであるときは、当該住宅用家屋をエネ

ルギーの使用の合理化に著しく資する住宅用の家屋とみなす。 

イ 令和５年 12月 31日以前に建築確認を受けているもの 

ロ 令和６年６月 30日以前に建築されたもの 

(2) 特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税制度の特例の適用期限
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を３年延長する。 

(3) 個人の事業用資産に係る相続税・贈与税の納税猶予制度について、個人事業承継計画の提出期

限を２年延長する。 

(4) 非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度について、特例承継計画の提出期限

を２年延長する。 

 

<登録免許税> 

(5) 住宅用家屋の所有権の保存登記若しくは移転登記又は住宅取得資金の貸付け等に係る抵当権の

設定登記に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を３年延長する。 

(6) 特定認定長期優良住宅の所有権の保存登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限

を３年延長する。 

(7) 認定低炭素住宅の所有権の保存登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を３年

延長する。 

(8) 特定の増改築等がされた住宅用家屋の所有権の移転登記に対する登録免許税の税率の軽減措置

の適用期限を３年延長する。 

(9) マンション建替事業の施行者等が受ける権利変換手続開始の登記等に対する登録免許税の免税

措置の適用期限を２年延長する。 

(10) 農地中間管理機構が農用地等を取得した場合の所有権の移転登記に対する登録免許税の税率

の軽減措置の適用期限を２年延長する。 
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(11) 事業再編計画の認定要件が見直された後の産業競争力強化法に規定する認定事業再編計画等

に基づき行う登記に対する登録免許税の税率の軽減措置について、その適用期限を３年延長す

る。 

(12) 特定創業支援等事業による支援を受けて行う会社の設立の登記に対する登録免許税の税率の

軽減措置について、適用対象となる登記の範囲から合名会社及び合資会社の設立登記を除外し

た上、その適用期限を３年延長する。 

<印紙税> 

(16) 不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

３ その他 

(1) 公益信託制度改革による新たな公益信託制度の創設に伴い、次の措置を講ずる。 

① 公益信託の信託財産とするために相続財産を拠出した場合について、相続財産を贈与した場

合等の相続税の非課税制度の対象とするほか、所要の措置を講ずる。 

② 公益信託から給付を受ける財産については、その信託の目的にかかわらず贈与税を非課税と

する。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(2) 調書の電子情報処理組織(e-Tax)を使用する方法等による提出義務制度について、提出義務の

対象となるかどうかの判定基準となるその年の前々年に提出すべきであった調書の枚数を 30 枚

以上(現行：100 枚以上)に引き下げる。 

(注) 上記の改正は、令和９年１月１日以後に提出すべき調書について適用する。 

(3) 税務署長に提出する書類について、次の措置を講ずる。 

① 国税庁長官は、次に掲げる書類の書式について必要がある場合には、所要の事項を付記する

こと又は一部の事項を削ることができることとする。 

イ 特定障害者に対する贈与税の非課税制度に係る申告書 

ロ 相続税法に規定する調書 

② 国税庁長官は、上記①イ又はロに掲げる書類の書式について所要の事項を付記し、又は一部

の事項を削る場合において、当該書類について必要があるときは、日本産業規格に定める用

紙の大きさに変更することができることとする。 

(注) 上記の改正は、令和８年９月１日以後に提出する書類について適用する。 

(4) 略  
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Ⅲ  法人課税 

１ 構造的な賃上げの実現 

(1) 給与等の支給額が増加した場合の税額控除制度について、次の措置を講ずる(所得税について

も同様とする。)。 

① 全法人向けの措置について、次の見直しを行った上、その適用期限を３年延長する。 

イ 原則の税額控除率を 10％(現行：15％)に引き下げる。 

ロ 税額控除率の上乗せ措置を次の場合の区分に応じそれぞれ次のとおりとする。 

(イ) 継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が４％以上

である場合 税額控除率に５％(その増加割合が５％以上である場合には 10％とし、そ

の増加割合が７％以上である場合には 15％とする。)を加算する。 

(ロ) 教育訓練費の額の比較教育訓練費の額に対する増加割合が 10％以上であり、かつ、

教育訓練費の額が雇用者給与等支給額の 0.05％以上である場合 税額控除率に５％を加算

する。 

(ハ) プラチナくるみん認定又はプラチナえるぼし認定を受けている場合税額控除率に５％

を加算する。 

ハ 本措置の適用を受けるために「給与等の支給額の引上げの方針、取引先との適切な関係の

構築の方針その他の事項」を公表しなければならない者に、常時使用する従業員の数が

2,000 人を超えるものを加える。 

ニ 本措置の適用を受けるために公表すべき「給与等の支給額の引上げの方針、取引先との適

切な関係の構築の方針その他の事項」における取引先に消費税の免税事業者が含まれるこ

とを明確化する。 

② 青色申告書を提出する法人で常時使用する従業員の数が 2,000 人以下であるもの(その法人及

びその法人との間にその法人による支配関係がある法人の常時使用する従業員の数の合計数

が１万人を超えるものを除く。)が、令和６年４月１日から令和９年３月 31日までの間に開

始する各事業年度において国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、継続雇用者

給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が３％以上であるときは、控

除対象雇用者給与等支給増加額の 10％の税額控除ができる措置を加える。この場合におい

て、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が４％以上で

あるときは、税額控除率に 15％を加算し、教育訓練費の額の比較教育訓練費の額に対する増

加割合が 10％以上であり、かつ、教育訓練費の額が雇用者給与等支給額の 0.05％以上である

ときは、税額控除率に５％を加算し、当期がプラチナくるみん認定若しくはプラチナえるぼ
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し認定を受けている事業年度又はえるぼし認定(３段階目)を受けた事業年度であるときは、

税額控除率に５％を加算する。ただし、控除税額は、当期の法人税額の 20％を上限とする。 

(注) 資本金の額等が 10億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が 1,000 人以上で

ある場合には、給与等の支給額の引上げの方針、取引先との適切な関係の構築の方針そ

の他の事項をインターネットを利用する方法により公表したことを経済産業大臣に届け

出ている場合に限り、適用があるものとする。 

③ 中小企業向けの措置について、次の見直しを行い、控除限度超過額は５年間の繰越しができ

ることとした上、その適用期限を３年延長する。 

イ 教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置について、教育訓練費の額の比較教育訓練費の

額に対する増加割合が５％以上であり、かつ、教育訓練費の額が雇用者給与等支給額の 

0.05％以上である場合に税額控除率に 10％を加算する措置とする。 

ロ 当期がプラチナくるみん認定若しくはプラチナえるぼし認定を受けている事業年度又はく

るみん認定若しくはえるぼし認定(２段階目以上)を受けた事業年度である場合に税額控除

率に５％を加算する措置を加える。 

(注) 繰越税額控除制度は、繰越税額控除をする事業年度において雇用者給与等支給額が比較雇

用者給与等支給額を超える場合に限り、適用できることとする。 

④ 給与等の支給額から控除する「給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額」に看護職

員処遇改善評価料及び介護職員処遇改善加算その他の役務の提供の対価の額が含まれないこ

ととする。 

⑤ その他所要の措置を講ずる。 

 

プラチナくるみん認定 

優良な「子育てサポート」企業として厚生労働大臣（都道府県労働局長へ委任）の特例認定

（プラチナくるみん認定）を受けることができるとする制度のこと。特例認定を受けると、プラ

チナくるみん マークを商品、広告、求人広告などにつけることができ、子育てサポート企業であ

ることのＰＲ効果、税制上の優遇措置や、公共調達の加点評価を受けることができる。 

プラチナえるぼし認定 

えるぼし認定企業のうち、一般事業主行動計画の目標達成や女性の活躍推進に関する取組の 実

施状況が特に優良である等の一定の要件を満たした場合に認定。 認定を受けた企業は、厚生労働

大臣が定める認定マーク「えるぼし」又は「プラチナえるぼし」を商品などに付すことができ

る。 
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(2) 大企業につき研究開発税制その他生産性の向上に関連する税額控除の規定(特定税額控除規定)

を適用できないこととする措置について、次の見直しを行った上、その適用期限を３年延長す

る(所得税についても同様とする。)。 

① 資本金の額等が 10 億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が 1,000 人以上である

場合及び前事業年度の所得の金額が零を超える一定の場合のいずれにも該当する場合におけ

る要件の上乗せ措置について、次の見直しを行う。 

イ 本措置の対象に、常時使用する従業員の数が 2,000 人を超える場合及び前事業年度の所得

の金額が零を超える一定の場合のいずれにも該当する場合を加える。 

ロ 国内設備投資額に係る要件を、国内設備投資額が当期償却費総額の 40％(現行：30％)を超

えることとする。 

② 継続雇用者給与等支給額に係る要件を判定する場合に給与等の支給額から控除する「給与等

に充てるため他の者から支払を受ける金額」に看護職員処遇改善評価料及び介護職員処遇改

善加算その他の役務の提供の対価の額が含 まれないこととする。 

 

（3）中小企業事業再編投資損失準備金制度について、産業競争力強化法の改正を前提に、青色申

告書を提出する法人で同法の改正法の施行の日から令和９年３月 31 日までの間に産業競争力強化
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法の特別事業再編計画(仮称)の認定を受けた認定特別事業再編事業者(仮称)であるものが、その認

定に係る特別事業再編計画に従って他の法人の株式等の取得(購入による取得に限る。)をし、か

つ、これをその取得の日を含む事業年度終了の日まで引き続き有している場合(その株式等の取得

価額が 100 億円を超える金額又は１億円に満たない金額である場合及び一定の表明保証保険契約

を締結している場合を除く。)において、その株式等の価格の低落による損失に備えるため、その

株式等の取得価額に次の株式等の区分に応じそれぞれ次の割合を乗じた金額以下の金額を中小企

業事業再編投資損失準備金として積み立てたときは、その積み立てた金額は、その事業年度にお

いて損金算入できる措置を加える。 

① その認定に係る特別事業再編計画に従って最初に取得をした株式等 90％ 

② 上記①に掲げるもの以外の株式等 100％ 

この準備金は、その株式等の全部又は一部を有しなくなった場合、その株式等の帳簿価額を減

額した場合等において取り崩すほか、その積み立てた事業年度終了の日の翌日から 10年を経過し

た日を含む事業年度から５年間でその経過した準備金残高の均等額を取り崩して、益金算入す

る。 

 

２ 生産性向上・供給力強化に向けた国内投資の促進 

(1) 戦略分野国内生産促進税制の創設 

産業競争力強化法の改正を前提に、青色申告書を提出する法人で同法の改正法の施行の日か

ら令和９年３月 31 日までの間にされた産業競争力強化法の事業適応計画の認定に係る同法の認

定事業適応事業者(その事業適応計画にその計画に従って行うエネルギー利用環境負荷低減事業

適応のための措置として同法の産業競争力基盤強化商品(仮称)の生産及び販売を行う旨の記載

があるものに限る。)であるものが、その事業適応計画に記載された産業競争力基盤強化商品の

生産をするための設備の新設又は増設をする場合において、その新設又は増設に係る機械その

他の減価償却資産(以下「産業競争力基盤強化商品生産用資産」という。)の取得等をして、国

内にある事業の用に供したときは、その認定の日以後 10年以内(以下「対象期間」という。)の

日を含む各事業年度において、その産業競争力基盤強化商品生産用資産により生産された産業

競争力基盤強化商品のうちその事業年度の対象期間において販売されたものの数量等に応じた

金額とその産業競争力基盤強化商品生産用資産の取得価額を基礎とした金額(既に本制度の税額

控除の対象となった金額を除く。)とのうちいずれか少ない金額の税額控除ができることとす

る。ただし、控除税額は、デジタルトランスフォーメーション投資促進税制の税額控除制度に

よる控除税額及びカーボンニュートラルに向けた投資促進税制の税額控除制度による控除税額

との合計で当期の法人税額の 40％(半導体生産用資産にあっては、20％)を上限とし、控除限度
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超過額は４年間(半導体生産用資産にあっては、３年間)の繰越しができる。 

 

 

(注１) 上記の「産業競争力基盤強化商品」とは、次の商品をいい、数量等に応じた金額は、次

の産業競争力基盤強化商品の区分に応じ次の金額とする。ただし、その産業競争力基盤強

化商品生産用資産を事業の用に供した日(以下「供用日」という。)以後７年を経過する日の

翌日からその供用日以後８年を経過する日までの期間内に販売された産業競争力基盤強化

商品にあっては次の金額の 75％相当額とし、その供用日以後８年を経過する日の翌日から

その供用日以後９年を経過する日までの期間内に販売された産業競争力基盤強化商品にあ

っては次の金額の 50％相当額とし、その供用日以後９年を経過する日の翌日以後に販売さ
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れた産業競争力基盤強化商品にあっては次の金額の 25％相当額とする。 

(注２) 上記の「産業競争力基盤強化商品生産用資産の取得価額を基礎とした金額」は、その産

業競争力基盤強化商品生産用資産及びこれとともにその産業競争力基盤強化商品を生産

するために直接又は間接に使用する減価償却資産に係る投資額の合計額として事業適応

計画に記載された金額とする。 

(注３) 所得の金額が前期の所得の金額を超える一定の事業年度で、かつ、次のいずれにも該当

しない事業年度においては、本制度(繰越税額控除制度を除く。)を適用しないこととす

る。 

①  継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が１％以上

であること。 

②  国内設備投資額が当期償却費総額の 40％を超えること。 

(注４) 半導体生産用資産に係る控除税額を除き、本制度による控除税額は、地方法人税の課税

標準となる法人税額から控除しない。 

 

(2) イノベーションボックス税制の創設 

青色申告書を提出する法人が、令和７年４月１日から令和 14年３月 31日までの間に開始す

る各事業年度において居住者若しくは内国法人(関連者であるものを除く。)に対する特定特許

権等の譲渡又は他の者(関連者であるものを除く。)に対する特定特許権等の貸付け(以下「特許

権譲渡等取引」という。)を行った場合には、次の金額のうちいずれか少ない金額の 30％に相

当する金額は、その事業年度において損金算入できることとする。 

① その事業年度において行った特許権譲渡等取引ごとに、次のイの金額に次のロの金額のうち

に次のハの金額の占める割合を乗じた金額を合計した金額 

イ その特許権譲渡等取引に係る所得の金額 

ロ 当期及び前期以前(令和７年４月１日以後に開始する事業年度に限る。)において生じた

研究開発費の額のうち、その特許権譲渡等取引に係る特定特許権等に直接関連する研究

開発に係る金額の合計額 

ハ 上記ロの金額に含まれる適格研究開発費の額の合計額 

② 当期の所得の金額 

(注１) 上記の「関連者」は、移転価格税制における関連者と同様の基準により判定する。 

(注２) 上記の「特定特許権等」とは、令和６年４月１日以後に取得又は製作をした特許権及び人

工知能関連技術を活用したプログラムの著作権で、一定のものをいう。 

(注３) 特定特許権等の貸付けには、特定特許権等に係る権利の設定その他他の者に特定特許権等
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を使用させる行為を含む。 

(注４) 上記の「研究開発費の額」とは、研究開発費等に係る会計基準における研究開発費の額に

一定の調整を加えた金額をいう。 

(注５) 上記の「適格研究開発費の額」とは、研究開発費の額のうち、特定特許権等の取得費及び

支払ライセンス料、国外関連者に対する委託試験研究費並びに国外事業所等を通じて行う

事業に係る研究開発費の額以外のものをいう。 

(注６) 令和９年４月１日前に開始する事業年度において、当期において行った特許権譲渡等取引

に係る特定特許権等のうちに令和７年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日前に

開始した研究開発に直接関連するものがある場合には、上記①の金額は、次の①の金額に

次の②の金額のうちに次の③の金額の占める割合を乗じた金額とする。 

① 当期において行った特許権譲渡等取引に係る所得の金額の合計額 

② 当期、前期及び前々期において生じた研究開発費の額の合計額 

③ 上記②の金額に含まれる適格研究開発費の額の合計額 

(注７) 本制度の適用において、法人が関連者に対して支払う特定特許権等の取得費又はライセン

ス料が独立企業間価格に満たない場合には、独立企業間価格によることとし、国内の関連者に対

してこれらの費用を支払う場合には、所要の書類を作成し、税務当局からの求めがあった場合に

は遅滞なく提示し、又は提出しなければならないこととする。また、更正期限を延長する特例、

同業者に対する質問検査権、書類の提示又は提出がない場合の推定課税その他所要の措置を講ず

る。 
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(3) 試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)について、次の見直しを行う(所得税に

ついても同様とする。)。 

① 制度の対象となる試験研究費の額から、内国法人の国外事業所等を通じて行う事業に係る試

験研究費の額を除外する。 

② 一般試験研究費の額に係る税額控除制度について、令和８年４月１日以後に開始する事業年

度で増減試験研究費割合が零に満たない事業年度につき、税額控除率を次のとおり見直すと

ともに、税額控除率の下限(現行：１％)を撤廃する。 

イ 令和８年４月１日から令和 11年３月 31日までの間に開始する事業年度 

8.5％＋増減試験研究費割合×30分の 8.5 

ロ 令和 11年４月１日から令和 13 年３月 31 日までの間に開始する事業年度 

8.5％＋増減試験研究費割合×27.5 分の 8.5 

ハ 令和 13年４月１日以後に開始する事業年度 

8.5％＋増減試験研究費割合×25分の 8.5 

 

(4) 法人が有する市場暗号資産に該当する暗号資産で譲渡についての制限その他の条件が付されて

いる暗号資産の期末における評価額は、次のいずれかの評価方法のうちその法人が選定した評

価方法(自己の発行する暗号資産でその発行の時から継続して保有するものにあっては、次の①

の評価方法)により計算した金額とするほか、所要の措置を講ずる。 

① 原価法 

② 時価法 

(注１) 上記の「譲渡についての制限その他の条件が付されている暗号資産」とは、次の要件に

該当する暗号資産をいう。 

① 他の者に移転できないようにする技術的措置がとられていること等その暗号資産の譲渡

についての一定の制限が付されていること。 

② 上記①の制限が付されていることを認定資金決済事業者協会において公表させるため、

その暗号資産を有する者等が上記①の制限が付されている旨の暗号資産交換業者に対す

る通知等をしていること。 

(注２) 上記の評価方法は、譲渡についての制限その他の条件が付されている暗号資産の種類ご

とに選定し、その暗号資産を取得した日の属する事業年度に係る確定申告書の提出期限ま

でに納税地の所轄税務署長に届け出なければならないこととする。なお、評価方法を選定

しなかった場合には、原価法(上記①の評価方法)により計算した金額をその暗号資産の期

末における評価額とする。 
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３ 地域・中小企業の活性化 

(1) 略   

(2) 略  

(3) 略  

(4) 交際費等の損金不算入制度について、次の措置を講じた上、その適用期限を３年延長する。 
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① 損金不算入となる交際費等の範囲から除外される一定の飲食費に係る金額基準を１人当たり

１万円以下(現行：5,000 円以下)に引き上げる。 

② 接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人に係る損金算入の特例の適用期限を３年延長

する。 

(注) 上記①の改正は、令和６年４月１日以後に支出する飲食費について適用する。 

 

４ 円滑・適正な納税のための環境整備 

(1) 現物出資について、次の見直しを行う。 

① 内国法人が外国法人の本店等に無形資産等の移転を行う現物出資について、適格現物出資の

対象から除外する。 

(注) 上記の「無形資産等」とは、次に掲げる資産で、独立の事業者の間で通常の取引の条件に

従って譲渡、貸付け等が行われるとした場合にその対価が支払われるべきものをいう。 

イ 工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による生産方式又はこれらに準ずるも

の(これらの権利に関する使用権を含む。) 

ロ 著作権(出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものを含む。) 

② 適格現物出資への該当性の判定に際し、現物出資により移転する資産等(国内不動産等を除

く。)の内外判定は、内国法人の本店等若しくは外国法人の恒久的施設を通じて行う事業に係

る資産等又は内国法人の国外事業所等若しくは外国法人の本店等を通じて行う事業に係る資

産等のいずれに該当するかによることとする。 

(注) 上記の「国外事業所等」とは、国外にある恒久的施設に相当するもの等をいう。 

(注) 上記の改正は、令和６年 10月１日以後に行われる現物出資について適用する。 

 

(2) 法人が偽りその他不正の行為により、国税若しくは地方税を免れ、又は国税若しくは地方税の

還付を受けた他の法人の役員等である場合において、その役員等である法人が第二次納税義務

者としてその偽りその他不正の行為により免れ、又は還付を受けた国税又は地方税を納付し、

又は納入したときは、その納付し、又は納入したことにより生じた損失の額は、損金算入しな

いこととする。 

 

５ その他の租税特別措置等 

〔拡充等〕 

(1) 地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度及び地方

活力向上地域等において雇用者の数が増加した場合の税額控除制度について、次の措置を講ず
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る(所得税についても同様とする。)。 

(2) カーボンニュートラルに向けた投資促進税制について、次の措置を講ずる(所得税についても

同様とする。)。 

(注) 令和６年４月１日前に認定の申請をした事業適応計画に従って同日以後に取得等をする資

産については、本制度を適用しないこととする。 

〔廃止・縮減等〕 

(1) 略  

(2) 略  

(3) 略  

(4) 略  

(5) 略 

(6) 略  

(7) 略  

(8) 略  

(9) 特別償却等に関する複数の規定の不適用措置について、異なる事業年度であっても、法人の有

する一の減価償却資産につき特別償却等に関する制度のうち複数の制度の適用ができないこと

とする(所得税についても同様とする。)。 

(10) 略  

(11)  略  

(12)  略  

(13) 特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例における独立行政法人中小企業基盤整備機構

が行う中小企業倒産防止共済事業に係る措置について、中小企業倒産防止共済法の共済契約の

解除があった後同法の共済契約を締結した場合には、その解除の日から同日以後２年を経過す

る日までの間に支出する当該共済契約に係る掛金については、本特例の適用ができないことと

する(所得税についても同様とする。)。 

(注) 上記の改正は、令和６年 10月１日以後の共済契約の解除について適用する。 

(14) 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例について、対象法人から電子

情報処理組織を使用する方法(e-Tax)により法人税の確定申告書等に記載すべきものとされる事

項を提供しなければならない法人のうち常時使用する従業員の数が 300 人を超えるものを除外

した上、その適用期限を２年延長する(適用期限の延長は、所得税についても同様とする。)。 

(15) 特定の協同組合等の法人税率の特例について、当該事業年度の総収入金額のうちに当該事業

年度の物品供給事業に係る収入金額の占める割合が 50％を超えることとの要件における物品供



49  

給事業に、協同組合等の組合員等に電気を供給する事業が含まれることを明確化する。 

 

６ その他 

(1) 公益法人等の収益事業に係る課税について、次の見直しを行う。 

① 次の事業を収益事業から除外する。 

イ 広域的運営推進機関が電気事業法の広域系統整備交付金交付等業務として行う金銭貸付業 

ロ 国民健康保険団体連合会が次の者から委託を受けて行う請負業でその委託が法令の規定に

基づき行われるものであること等の一定の要件に該当するもの 

(イ)国又は地方公共団体(後期高齢者医療広域連合を含む。) 

(ロ)全国健康保険協会、健康保険組合、国民健康保険組合、国家公務員共済組合、地方公

務員共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団 

(ハ)社会保険診療報酬支払基金又は独立行政法人環境再生保全機構 

(ニ)国民健康保険団体連合会をその会員とする一定の法人 

② 収益事業から除外される公的医療機関に該当する病院等を設置する農業協同組合連合会が行

う医療保健業の要件について、次の見直しを行う。 

イ 特別の療養環境に係る病床数の割合に係る要件について、その割合が療担規則及び薬担規

則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等における特別の療養環境の提

供に関する基準に適合していることとする。 

ロ 社会保険診療等に係る収入金額の合計額が全収入金額の 100 分の 80を超えることとの要

件を加える。 

ハ その他所要の措置を講ずる。 

(2) 略  

(3) 略  

(4) 略  

(5) 略   

(6) 買戻条件の付された一定の種類株式について買戻しが行われた場合における譲渡法人の課税上

の取扱いを明確化する。 

(7) 略 

(8) 略  

(9) 略  

(10) 略   

(11) 略  
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(12) 略  

(13) 公益信託制度改革による新たな公益信託制度の創設に伴い、次の措置を講ずる。 

① 公益信託の信託財産に帰せられる収益及び費用については、委託者及び受託者の段階で法人

税を課税しないこととする。 

② 公益信託の信託財産とするために支出した当該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金(出

資に関する信託事務に充てられることが明らかなものを除く。)について、特定公益増進法人

に対する寄附金と同様に、別枠の損金算入限度額の対象とする。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

(注) 現行の特定公益信託及び特定公益信託以外の公益信託について、所要の経過措置を講ず

る。 

 

Ⅳ 消費課税 

１ 国外事業者に係る消費税の課税の適正化 

(1) プラットフォーム課税の導入 

① 国外事業者がデジタルプラットフォームを介して行う電気通信利用役務の提供(事業者向け電

気通信利用役務の提供に該当するものを除く。以下同じ。)のうち、下記②の指定を受けたプ

ラットフォーム事業者(以下「特定プラットフォーム事業者」という。)を介してその対価を

収受するものについては、特定プラットフォーム事業者が行ったものとみなす。 

② 国税庁長官は、プラットフォーム事業者のその課税期間において上記①の対象となるべき電

気通信利用役務の提供に係る対価の額の合計額が 50億円を超える場合には、当該プラットフ

ォーム事業者を特定プラットフォーム事業者として指定する。 

③ 上記②の要件に該当する者は、その課税期間に係る確定申告書の提出期限までに、その旨を

国税庁長官に届け出なければならない。 

④ 国税庁長官は、特定プラットフォーム事業者を指定したときは、当該特定プラットフォーム

事業者に対してその旨を通知するとともに、当該特定プラットフォーム事業者に係るデジタ

ルプラットフォームの名称等についてインターネットを通じて速やかに公表するものとし、

指定を受けた特定プラットフォーム事業者は、上記①の対象となる国外事業者に対してその

旨を通知するものとする。 

⑤ 特定プラットフォーム事業者は、確定申告書に上記①の対象となる金額等を記載した明細書

を添付するものとする。 

⑥ その他所要の措置を講ずる。 
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(注) 上記の改正は、令和７年４月１日以後に行われる電気通信利用役務の提供について適用す

ることとし、特定プラットフォーム事業者の指定制度に係る事前の指定及び届出について

は、所要の経過措置を講ずる。 

 

(2) 事業者免税点制度の特例の見直し 

① 特定期間における課税売上高による納税義務の免除の特例について、課税売上高に代わり適

用可能とされている給与支払額による判定の対象から国外事業者を除外する。 

② 資本金 1,000 万円以上の新設法人に対する納税義務の免除の特例について、外国法人は基準

期間を有する場合であっても、国内における事業の開始時に本特例の適用の判定を行う。 

③ 資本金 1,000 万円未満の特定新規設立法人に対する納税義務の免除の特例について、本特例

の対象となる特定新規設立法人の範囲に、その事業者の国外分を含む収入金額が 50 億円超で

ある者が直接又は間接に支配する法人を設立した場合のその法人を加えるほか、上記②と同

様の措置を講ずる。 

(注) 上記の改正は、令和６年 10月１日以後に開始する課税期間から適用する。 

(3) 簡易課税制度等の見直し 

その課税期間の初日において所得税法又は法人税法上の恒久的施設を有しない国外事業者につ

いては、簡易課税制度の適用を認めないこととする。また、適格請求書発行事業者となる小規模

事業者に係る税額控除に関する経過措置の適用についても同様とする。 

(注) 上記の改正は、令和６年 10月１日以後に開始する課税期間から適用する。 

(4) その他所要の措置を講ずる。 
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２ 外国人旅行者向け免税制度(輸出物品販売場制度)の抜本的な見直し 

外国人旅行者向け免税制度については、制度が不正に利用されている現状を踏まえ、免税販売

の要件として、新たに政府の免税販売管理システムを通じて取得した税関確認情報(仮称)の保存を

求めることとし、外国人旅行者の利便性の向上や免税店の事務負担の軽減に十分配慮しつつ、空

港等での混雑防止の確保を前提として、令和７年度税制改正において、制度の詳細について結論

を得る。 

(注) 上記の「税関確認情報(仮称)」とは、免税店で免税購入対象者が免税購入した物品を税関

長が国外に持ち出すことを確認した旨の情報をいう。 

 

３ 租税特別措置等 

〔延長・拡充等〕 

(1) 外国公館等に対する課税資産の譲渡等に係る免税措置について、外国公館等による免税購入表

の提出及び事業者による免税購入表の保存を電磁的記録により行うことができることとする。 

(2)  略 

 

４ その他 

(1) 高額特定資産を取得した場合の事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を制限する措置の対

象に、その課税期間において取得した金又は白金の地金等の額の合計額が 200 万円以上である

場合を加える。 

(注) 上記の改正は、令和６年４月１日以後に国内において事業者が行う金又は白金の地金等の

課税仕入れ及び保税地域から引き取られる金又は白金の地金等について適用する。 

(2) 公益信託制度改革による新たな公益信託制度の創設に伴い、公益信託の信託財産に係る取引に

ついては、その受託者に対し、当該受託者の固有資産に係る取引とは区別して消費税を課税す

るとともに、特定収入がある場合の仕入控除税額の調整措置の対象とする。 

(注) 現行の特定公益信託及び特定公益信託以外の公益信託について、所要の経過措置を講ずる。 

(3) 外国人旅行者向け消費税免税制度により免税購入された物品と知りながら行った課税仕入れに

ついては、仕入税額控除制度の適用を認めないこととする。 

(注) 上記の改正は、令和６年４月１日以後に国内において事業者が行う課税仕入れについて適

用する。 

(4) 消費税の不正受還付犯(未遂犯を含む。)の対象に、偽りその他不正の行為による更正の請求に

基づく還付を加える。 

(注) 上記の改正は、法律の公布の日から起算して 10日を経過した日以後にした違反行為につい
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て適用する。 

(5)  略  

(6) 適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れに係る税額控除に関する経過措置につい

て、一の適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れの額の合計額がその年又はその事業

年度で 10 億円を超える場合には、その超えた部分の課税仕入れについて、本経過措置の適用を

認めないこととする。 

(注) 上記の改正は、令和６年 10月１日以後に開始する課税期間から適用する。 

(7) 略  

(8) 略 

(9) 金又は白金の地金の課税仕入れに係る仕入税額控除の要件として保存することとされている消

費税法上の本人確認書類について、次の措置を講ずる。 

① 健康保険法等の改正に伴い、本人確認書類の範囲に、健康保険法に規定する被保険者の資格

の確認に必要な書面等を加える。 

② 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則の改正を前提に、本人確認書類の範囲に、

特別児童扶養手当受給証明書(仮称)を加える。 

(10) 一定の事項が記載された帳簿のみの保存により仕入税額控除が認められる自動販売機及び自

動サービス機による課税仕入れ並びに使用の際に証票が回収される課税仕入れ(３万円未満のも

のに限る。)については、帳簿への住所等の記載を不要とする。 

(注) 上記の改正の趣旨を踏まえ、令和５年 10 月１日以後に行われる上記の課税仕入れに係る帳

簿への住所等の記載については、運用上、記載がなくとも改めて求めないものとする。 

(11) 簡易課税制度又は適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措

置を適用する事業者が、令和５年 10月１日以後に国内において行う課税仕入れについて、税抜

経理方式を適用した場合の仮払消費税等として計上する金額につき、継続適用を条件として当

該課税仕入れに係る支払対価の額に 110 分の 10(軽減対象課税資産の譲渡等に係るものである

場合には、108 分の８)を乗じた金額とすることが認められることを明確化するほか、消費税に

係る経理処理方法について所要の見直しを行う。 

(12) 略  

(13) 略 

(14) 略  

(15) 健康保険法等の改正に伴い、酒類の製造免許等の取消申請書に添付する本人確認書類の範囲

に、健康保険法に規定する被保険者の資格の確認に必要な書面等を加える。 

(16) 略  
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Ⅴ  納税環境整備 

１ ＧビズＩＤとの連携による e-Tax の利便性の向上 

所要の法令改正等を前提に、法人が、ＧビズＩＤ(法人共通認証基盤)(一定の認証レベルを有す

るものに限る。)を入力して、電子情報処理組織を使用する方法(e-Tax)により申請等又は国税の納

付を行う場合には、その申請等を行う際の識別符号及び暗証符号の入力、電子署名並びにその電

子署名に係る電子証明書の送信又はその国税の納付を行う際の識別符号及び暗証符号の入力を要

しないこととする。 

 

２ 処分通知等の電子交付の拡充 

電子情報処理組織を使用する方法(e-Tax)により行うことができる処分通知等について、次の措

置を講ずる。 

(1) 法令上、全ての処分通知等について、電子情報処理組織を使用する方法(e-Tax)により行うこ

とができることとする。 

(2) 電子情報処理組織を使用する方法(e-Tax)により処分通知等を受ける旨の同意について、処分

通知等に係る申請等に併せて行う方式を廃止し、あらかじめ、メールアドレスを登録して、そ

の同意を行う方式とする。 

(3) その他所要の措置を講ずる。 

(注)上記の改正は、令和８年９月 24日から施行する。 

 

３ 隠蔽し、又は仮装された事実に基づき更正請求書を提出していた場合の重加算税制度の整備 

過少申告加算税又は無申告加算税に代えて課される重加算税の適用対象に、隠蔽し、又は仮装
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された事実に基づき更正請求書を提出していた場合を加える。 

(注１) 上記の改正は、令和７年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用す

る。 

(注２) 偽りその他不正の行為により国税を免れた場合等に、延滞税の計算期間から一定の期間を

控除する特例が不適用となる措置について、隠蔽し、又は仮装された事実に基づき更正請

求書を提出していた一定の場合が対象となることを明確化する運用上の対応を行う。 

 

４ 偽りその他不正の行為により国税を免れた株式会社の役員等の第二次納税義務の整備 

偽りその他不正の行為により国税を免れ、又は国税の還付を受けた株式会社、合資会社又は合

同会社がその国税(その附帯税を含む。)を納付していない場合において、徴収不足であると認めら

れるときは、その偽りその他不正の行為をしたその株式会社の役員又はその合資会社若しくは合

同会社の業務を執行する有限責任社員(その役員等を判定の基礎となる株主等として選定した場合

にその株式会社、合資会社又は合同会社が被支配会社に該当する場合におけるその役員等に限

る。)は、その偽りその他不正の行為により免れ、若しくは還付を受けた国税の額又はその株式会

社、合資会社若しくは合同会社の財産のうち、その役員等が移転を受けたもの及びその役員等が

移転をしたもの(通常の取引の条件に従って行われたと認められる一定の取引として移転をしたも

のを除く。)の価額のいずれか低い額を限度として、その滞納に係る国税の第二次納税義務を負う

こととする。 

(注１) 上記の「被支配会社」とは、１株主グループの所有株式数が会社の発行済株式の 50％を超

える場合等におけるその会社をいう。 

(注２) 上記の改正は、令和７年１月１日以後に滞納となった一定の国税について適用する。 

 

５ 保全差押え等を解除しなければならない期限の整備 



56  

納税義務があると認められる者が不正に国税を免れたことの嫌疑等に基づき一定の処分を受け

た場合における税務署長が決定する金額(以下「保全差押金額」という。)を限度とした差押え(以

下「保全差押え」という。)又はその保全差押金額について提供されている担保に係る国税につい

て、その納付すべき額の確定がない場合におけるその保全差押え又は担保を解除しなければなら

ない期限を、その保全差押金額をその者に通知をした日から１年(現行：６月)を経過した日までと

する。 

(注) 上記の改正は、令和７年１月１日以後にされる保全差押金額の決定について適用する。 

 

６ 地方公金に係る eLTAX 経由での納付 (地方税) 

eLTAX(地方税のオンライン手続のためのシステム)を通じた電子納付の対象に地方税以外の地

方公金を追加することとし、地方自治法の改正に併せて、地方税共同機構の業務に公金収納事務

を追加する措置を講ずる。 

(注) 上記の改正は、地方自治法の一部を改正する法律(仮称)の施行の日から適用する。 

 

７ その他 

(1) 税務代理権限証書等の様式の整備 

税務代理権限証書、申告書の作成に関する計算事項等記載書面及び申告書に関する審査事項

等記載書面の様式について、国税庁長官が必要がある場合に、所要の事項を付記すること又は

一部の事項を削ることができることとするほか、「所属税理士会等」の欄の記載事項の簡素化

を行う。 

(注) 上記の改正は、令和８年９月１日以後に提出する税務代理権限証書、申告書の作成に関す

る計算事項等記載書面及び申告書に関する審査事項等記載書面について適用する。 

(2) 個人番号を利用した税理士の登録事務等の利便性の向上 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の改正に伴い、

次の見直しを行う。 

① 税理士の登録事項について、個人番号を加えるとともに、その登録事項のうち「本籍」を

「本籍地都道府県名」とする。 

② 税理士の登録申請書について、戸籍抄本及び住民票の写しの添付を要しないこととする。 

③ 電子情報処理組織を使用する方法により日本税理士会連合会又は税理士会に対して申請等を

行う者は、その申請等に関して添付すべきこととされている書面等でその書面等に記載され

ている事項又は記載すべき事項を入力して送信することができないものについて、書面等に

よる提出に代えて、スキャナによる読み取り等により作成した電磁的記録(いわゆる「イメー
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ジデータ」)を送信することにより行うことができることとする。 

④ 次に掲げる申請書等の様式について、個人番号をその様式に記載するために必要な整備を行

う。 

イ 税理士試験受験資格認定申請書 

ロ 税理士試験受験願書 

ハ 研究認定申請書 

ニ 税理士試験免除申請書 

ホ 研究認定申請書兼税理士試験免除申請書 

⑤ 税理士試験に係る受験手数料又は認定手数料について、電子情報処理組織を使用する方法に

よる申請等により国税審議会会長から得た納付情報及び識別符号を入力して、これらを送信

することにより納付することができることとする。 

⑥ その他所要の措置を講ずる。 

(注１) 上記の改正はデジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律附則第１条第

10号に掲げる規定の施行の日から施行することとし、上記②の改正は同日以後に提出する

登録申請書について、上記④イ、ニ及びホの改正は同日以後に提出する税理士試験受験資

格認定申請書、税理士試験免除申請書又は研究認定申請書兼税理士試験免除申請書につい

て、上記④ロ及びハの改正は同日以後に行う試験実施の日時等の公告に係る税理士試験に

ついて、それぞれ適用する。 

(注２) 上記の改正の施行の日から令和７年３月 31日までの間に提出される税理士の登録申請書に

ついて、日本税理士会連合会が税理士登録のため必要があると認める場合には、従前どお

り戸籍抄本及び住民票の写しを添付しなければならないこととする経過措置を講ずる。 

(3) 略  

(4) 略  

 

 

 

 



参考 　令和６年より適用される過年度税制改正

Ⅰ　個人所得課税

 (１) ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化（令和５年度税制改正）

     の措置を講ずる。

　 　 　とする。

　　　ロ　特定非課税累積投資契約に係る非課税措置について、次の措置に改組する。

             課さない。

             関する法令の規定の適用上、ないものとみなす。

              得税及び個人住民税を課さない。

              ものとみなす。

             いう。

① 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置(ＮＩＳＡ)について、次

イ 非課税累積投資契約に係る非課税措置（つみたてＮＩＳＡ）の勘定設定期間を令和5年12月31日まで

(イ) 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定累積投資勘定（仮称）

を設けた日以後に支払を受けるべき特定累積投資勘定（仮称）に係る株式投資信託（その受益権

が金融商品取引所に上場等がされているもの又はその設定に係る受益権の募集が一定の公募に

より行われたものに限る。以下「公募等株式投資信託」という。）の配当等（その金融商品取引業者

等がその配当等の支払事務の取扱いをするものに限る。）については、所得税及び個人住民税を

(ロ) 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定累積投資勘定（仮称)

を設けた日以後にその特定累積投資勘定（仮称）に係る公募等株式投資信託の受益権の譲渡等

をした場合には、その譲渡等による譲渡所得等については、所得税及び個人住民税を課さない。

また、その公募等株式投資信託の受益権の譲渡等による損失金額は、所得税及び個人住民税に

(ハ) 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定非課税管理勘定（仮

称）を設けた日以後に支払を受けるべき特定非課税管理勘定（仮称）に係る上場株式等の配当等

(その金融商品取引業者等がその配当等の支払事務の取扱いをするものに限る。)については、所

(ニ) 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定非課税管理勘定(仮

称）を設けた日以後にその特定非課税管理勘定（仮称）に係る上場株式等の譲渡等をした場合に

は、その譲渡等による譲渡所得等については、所得税及び個人住民税を課さない。また、その上場

株式等の譲渡等による損失金額は、所得税及び個人住民税に関する法令の規定の適用上、ない

(ホ) 特定非課税累積投資契約(仮称)とは、上記(イ)から(ニ)までの非課税の適用を受けるために居住

者等が金融商品取引業者等と締結した公募等株式投資信託の受益権の定期かつ継続的な方法

による買付け等に関する契約で、その契約書において、次に掲げる事項が定められているものを
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               ための勘定で、令和6年以後の各年に設けられるものをいう。）において行うこと。

     　 　　  ㋺  その特定累積投資勘定（仮称）は、原則として各年の1月1日において設けられること。

　　　　　　　　　　おけるその公募等株式投資信託の受益権を除く。）

　　　　　　　　　　する公募等株式投資信託の受益権

                (仮称)と同時に設けられるものをいう。）において行うこと。

　　　 　　  ㋭  その特定非課税管理勘定（仮称）には、次に掲げる上場株式等のみを受け入れること。

　　　　　　　　　　当することとなるときにおけるその特定上場株式等を除く。）

　　　　　　　　　　　場合

㋑ 公募等株式投資信託の受益権の管理は、特定累積投資勘定（仮称)(その契約に基づき非課税

口座で管理される公募等株式投資信託の受益権の記録を他の取引に関する記録と区分して行う

㋩ その特定累積投資勘定（仮称）には、現行の累積投資勘定に受け入れることができる公募等株

式投資信託の受益権のうち、次に掲げる公募等株式投資信託の受益権のみを受け入れること。

ａ その居住者等の非課税口座に特定累積投資勘定（仮称）が設けられた日から同日の属する

年の12月31日までの間にその金融商品取引業者等への買付けの委託等により取得した公募

等株式投資信託の受益権で、その期間内の取得対価の額の合計額が120万円を超えないも

の(公募等株式投資信託の受益権をその特定累積投資勘定（仮称）に受け入れた場合に、そ

の合計額、同年において特定非課税管理勘定(仮称)に受け入れている買付けの委託等によ

り取得した特定上場株式等の取得対価の額の合計額及び特定累積投資勘定基準額（仮称）

（特定累積投資勘定(仮称)及び特定非課税管理勘定(仮称)に前年に受け入れている上場株

式等の購入の代価の額等をいう。以下同じ。）の合計額が1,800万円を超えることとなるときに

ｂ その特定累積投資勘定（仮称）に係る公募等株式投資信託の受益権の分割等により取得

㋥ 上場株式等の管理は、特定非課税管理勘定（仮称）(その契約に基づき非課税口座で管理され

る上場株式等の記録を他の取引に関する記録と区分して行うための勘定で、特定累積投資勘定

ａ その居住者等の非課税口座に特定非課税管理勘定(仮称)が設けられた日から同日の属す

る年の12月31日までの間にその金融商品取引業者等への買付けの委託等により取得した特

定上場株式等で、その期間内の取得対価の額の合計額が240万円を超えないもの（特定上場

株式等をその特定非課税管理勘定（仮称）に受け入れた場合において、次に掲げる場合に該

(a) その合計額及び特定非課税管理勘定基準額（仮称）（特定非課税管理勘定（仮称）に前

年に受け入れている上場株式等の購入の代価の額をいう。）の合計額が1,200万円を超える

(b) その期間内の取得対価の額の合計額、その年において特定累積投資勘定(仮称)に受け

入れている買付けの委託等により取得した公募等株式投資信託の受益権の取得対価の額

の合計額及び特定累積投資勘定基準額（仮称）の合計額が1,800万円を超える場合

(注) 上記の「特定上場株式等」とは、その上場株式等を上場している取引所から整理銘柄とし
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　　　　　　　　　　　期間ごとに行うこととされていることが定められているものに限る。

                おける住所等の確認と同様に確認を行うこと。

　　　 　　  ㋣  その他一定の事項

             を講ずる。

　　② 改正のポイント

　 　われました。

　 　は見直され、令和５年度税制改正による新ＮＩＳＡへ移行することとなりました。

　 　用（改正前は、一般ＮＩＳＡとつみたてＮＩＳＡのいずれかを選択）することができます。

　 　とされ、口座開設期限もなくなり恒久化されました。

　 　額の判定には含まれません。

て指定されているものその他の内閣総理大臣が財務大臣と協議して定めるもの及びその投

資信託約款等において一定のデリバティブ取引に係る権利に対する投資として運用を行う

こととされていることその他の内閣総理大臣が財務大臣と協議して定める事項が定められて

いるものに該当しない上場株式等をいい、公募等株式投資信託にあっては、その投資信託

約款において、信託契約期間を定めないこと又は20年以上の信託契約期間が定められてい

ること及び収益の分配は１月以下の期間ごとに行わないこととされており、かつ、信託の計算

ｂ その特定非課税管理勘定（仮称）に係る上場株式等の分割等により取得する上場株式等

㋬ その金融商品取引業者等は、現行の非課税累積投資契約に係る非課税措置の基準経過日に

(ヘ) 金融商品取引業者等から税務署長への非課税口座内上場株式等の購入の代価の額等その他の

事項の一定のクラウドを利用した提供及び税務署長から金融商品取引業者等への非課税口座内

上場株式等の購入の代価の額等の合計額その他の事項の提供について定めるほか、所要の措置

岸田内閣の掲げる「資産所得倍増プラン」の実現に向け、「貯蓄から投資へ」の流れを積極的に加速し、

中間層を中心とする層が、幅広く資本市場に参加することを通じて資産所得倍増につなげていけるような

環境を整備することが極めて重要であるとの観点から、ＮＩＳＡ制度について抜本的拡充・恒久化を図るべ

く投資可能期間の無期限化、年間投資上限額の引き上げ、生涯非課税限度額の設定などの見直しが行

この改正により、令和２年度税制改正で令和６年より施行が予定されていた２階建て新ＮＩＳＡへの移行

具体的には、改正前の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡの口座開設期間が令和5年12月31日までとさ

れ、令和6年1月1日以降は新ＮＩＳＡでの非課税口座の開設となります。次に、新ＮＩＳＡでは、「成長投資

枠」(≒一般ＮＩＳＡ）と「つみたて投資枠」（≒つみたてＮＩＳＡ）という２つの枠が設けられ、この２つの枠を併

また、年間投資上限額が、「成長投資枠」で240万円（一般ＮＩＳＡは、120万円）、「つみたて投資枠」で

120万円（つみたてＮＩＳＡは、40万円）の併せて360万円と拡充されるとともに、非課税保有期間が無期限

ただし、非課税保有期間の無期限化及び口座開設期間の恒久化に伴い、余剰資金力の大きい高所得

者に制度の利用が偏らないように、新たに生涯非課税限度額として1,800万円（内、成長投資枠1,200万

円、つみたて投資枠のみで1,800万円も可）が設定されました。この限度額は新ＮＩＳＡにおける限度額とな

るため改正前の一般ＮＩＳＡやつみたてＮＩＳＡは従来の５年又は20年で保有を継続でき、生涯非課税限度
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　 　ても再投資できませんのでご留意ください。

　 　することはできないことにもご留意ください。

　　③ 適用時期

 　　 　上記①の改正は、令和6年1月1日以後に新たに開設される非課税口座について適用されます。

　　④ 改正まとめ

※１

を定めないことその他一定の定めがあるものに限る。

※２ 改正前のつみたてＮＩＳＡの投資対象商品と同様です。

 (２) ジュニアＮＩＳＡ制度の見直し（令和５年度税制改正）

なお、新ＮＩＳＡにおける生涯非課税限度額は、取得対価の額の合計額により判定されることから、一度

限度額まで投資をしていても、その後口座内で売却や課税口座への払出しにより取得対価の額が減少す

ればその減少分は再投資が可能となります。ただし、年間投資上限額については、たとえ売却等したとし

また、ＮＩＳＡ口座内で発生した譲渡損はなかったものとみなされ、他の口座の株式等の譲渡所得と通算

改　　　正　　　前 改　　　正　　　後

いずれか選択 併用可

一般ＮＩＳＡ つみたてＮＩＳＡ 成長投資枠 つみたて投資枠

年間投資上限額 120万円 40万円
360万円

（240万円） （120万円）

生涯非課税限度額
実質600万円 実質800万円 1,800万円

（120万円×５年） （40万円×20年） （1,200万円）

非課税保有期間
投資した年から 投資した年から

無期限
最長５年 最長20年

口座開設期限 令和5年まで 令和19年まで 令和６年1月1日以降（恒久化）

対象者 居住者等（18歳以上） 居住者等（18歳以上） 居住者等（18歳以上）

投資対象商品
上場株式、上場新株
予約権付社債、公募
等株式投資信託等

長期の積立・分散投
資に適した一定の公
募等株式投資信託

上場株式 長期の積立・分散投
資に適した一定の公
募等株式投資信託

※２

公募等株式投資信託

※１

上場株式等のうち整理銘柄として指定されているものその他の内閣総理大臣が財務大臣と協議し

て定めるものその他一定のものは除かれます。また、公募等株式投資信託については、信託期間

① 未成年口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置(ジュニアＮＩＳＡ)につ

いて、非課税管理勘定が設けられた日の属する年の1月1日から５年を経過する日の翌日に設けられる継

続管理勘定がある場合には、原則としてその非課税管理勘定に係る上場株式等はその継続管理勘定に

移管されることとする。この場合において、同日にその上場株式等をその継続管理勘定に移管しないとき

は、その継続管理勘定を設けた未成年者口座が開設されている金融商品取引業者等の営業所の長に対

し、その旨その他の事項を記載した書類の提出(その書類の提出に代えて行う電磁的方法によるその書類
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 　　に記載すべき事項を記載した電磁的記録の提供を含む。）をしなければならないこととする。

　　② 改正のポイント

　 　続保有が自動的に行われることとなりました。

　　③ 適用時期

　 　終了分から適用されます。

Ⅱ　資産課税

 (１) 相続時精算課税制度の見直し（令和５年度税制改正）

　　① 相続時精算課税制度について、次の見直しを行う。

　 　 　価額は、上記の控除をした後の残額とする。

    　    適用する。

　 　 　た残額とする。

　　　 (注) 上記の改正は、令和6年1月1日以後に生ずる災害により被害を受ける場合について適用する。

　　　ハ　その他所要の措置を講ずる。

　　② 改正のポイント

ジュニアＮＩＳＡは、口座開設期限が令和5年12月31日までとなっており、新規口座開設はこれをもって

終了しますが、これにより、これまで口座開設後５年間の非課税保有期間が終了しても口座開設者の年齢

が、18歳未満のときに行えていた18歳になるまでの非課税口座での継続保有（ロールオーバー）ができな

いこととなったため、令和５年度税制改正において、移管手続きが省略されるとともに、非課税口座での継

上記①の改正は、令和6年1月1日以後に１８歳未満の口座開設者のジュニアＮＩＳＡ口座の非課税期間

イ 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した財産に係るその年分の贈与税につい

ては、現行の基礎控除とは別途、課税価格から基礎控除110万円を控除できることとするとともに、特定

贈与者の死亡に係る相続税の課税価格に加算等されるその特定贈与者から贈与により取得した財産の

(注) 上記の改正は、令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について

ロ 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した一定の土地又は建物がその贈与の日

からその特定贈与者の死亡に係る相続税の申告書の提出期限までの間に災害によって一定の被害を

受けた場合には、その相続税の課税価格への加算等の基礎となるその土地又は建物の価額は、その

贈与の時における価額からその価額のうちその災害によって被害を受けた部分に相当する額を控除し

高齢化等に伴い高齢世代に資産が偏在するとともに、いわゆる「老老相続」が増加するなど、若年世代
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　 　位課税の贈与税とは別に基礎控除年110万円を控除できることとする改正が行われました。

　 　下の贈与であっても加算されますのでご注意ください。

　 　位課税の基礎控除を適用することは可能となります。

　 　再計算することができることとされました。

　　③ 適用時期

　 　いて適用されます。

　　④ 相続時精算課税及び暦年課税の相続時に相続財産となる金額

　　　イ　相続時精算課税

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11相続発生

なお、暦年単位課税の贈与税の基礎控除年110万円と相続時精算課税の基礎控除年110万円は別枠

となりますので、例えば父親からの贈与を相続時精算課税の基礎控除を適用し、母親からの贈与を暦年単

110万円

への資産移転が進みにくい状況にあることを踏まえ、次世代への早期の資産移転と有効活用を通じた経済

の活性化の観点から創設された相続時精算課税制度について、使い勝手の向上が図られました。具体的

には、相続時精算課税制度について、従来の特別控除（合計2,500万円を限度）のほかに、通常の暦年単

この改正により、基礎控除110万円の範囲内での相続時精算課税を選択した贈与については、申告不

要となるとともに特定贈与者死亡時の相続財産に加算されません。ただし、相続時精算課税の適用を受け

ようとする受贈者は、その選択に係る最初の贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日までの間に納税地

の所轄税務署長に特定贈与者ごとの「相続時精算課税選択届出書」を提出しなければなりませんので忘

れずに提出しましょう。そして、暦年単位課税の贈与の場合は、加算期間内の贈与は基礎控除110万円以

また、相続時精算課税制度の適用を受けた贈与財産が土地又は建物である場合において、その土地

又は建物が災害により一定の被害を受けたときは、相続税の計算においてその土地又は建物の評価額を

上記①イの改正は、令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について

適用されます。また、上記①ロの改正は、令和6年1月1日以後に生ずる災害により被害を受ける場合につ

500万円

相続財産

相続時に相続
財産になる

400万円

300万円

100万円

基礎控除110万円
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　　　ロ　暦年課税

基礎控除110万円

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11相続発生

 (２) 生前贈与加算の加算期間等の見直し（令和５年度税制改正）

　 　 　産の価額の合計額から100万円を控除した残額）を相続税の課税価格に加算することとする。

　　　ロ　その他所要の措置を講ずる。

　　② 改正のポイント

　 　る事務負担を軽減する観点から、100万円までは相続財産に加算しないこととされました。

　　③ 適用時期

Ⅲ　法人課税

 (１) 特定資産の買換えに係る期限延長と一部見直し(該当箇所抜粋)（令和５年度税制改正）

の別、取得予定資産又は譲渡予定資産の種類等を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に届け出る

500万円

相続財産

相続時に相続
財産になる

400万円

300万円

100万円 110万円

① 相続開始前に贈与があった場合の相続税の課税価格への加算期間等について、次の見直しを行う。

イ 相続又は遺贈により財産を取得した者が、その相続の開始前７年以内（現行：３年以内）にその相続に

係る被相続人から贈与により財産を取得したことがある場合には、その贈与により取得した財産の価額

（その財産のうちその相続の開始前３年以内に贈与により取得した財産以外の財産については、その財

(注) 上記の改正は、令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税について適用する。

資産移転の時期に対する中立性を高めていく観点から、相続財産に加算する生前贈与の加算期間が３

年から７年に延長されました。（実際には相続開始日が令和9年1月1日以後の相続から延長分が発生）

また、この改正による４年間の延長期間に受けた贈与については、過去に受けた贈与の記録・管理に係

上記①の改正は、令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税について適用されます。

イ 先行取得の場合、特定資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合の課税の特例及び特定の資産を交

換した場合の課税の特例を除き、譲渡資産を譲渡した日又は買換資産を取得した日のいずれか早い日

の属する３月期間の末日の翌日以後２月以内に本特例の適用を受ける旨、適用を受けようとする措置

 　　する。(所得税についても同様とする。)

① 特定資産の買換えの場合等の課税の特例について、次の見直しを行った上、その提出期限を３年延長

7 



　　　　をする場合の届出について適用する。

　　② 改正のポイント

　 　提出などがあり、新設となる届出書の提出についてその記載事項等は以下の通りです。

① 本特例の適用を受ける旨 譲渡資産を譲渡した日又は買換資産を取得した日のいずれ

② 適用を受けようとする措置 か早い日の属する３月期間※の末日の翌日以後２月以内

※ 「３月期間」とはその事業年度をその開始の日以後３月ご

 資産の種類等  とに区切った各期間をいいます。

　　③ 適用時期

　 　資産の取得をする場合について適用されます。

Ⅳ　消費課税

 特になし

Ⅴ　国際課税

 特になし

記載事項

③ 取得予定資産又は譲渡予定
届出書

　  (注) 先行取得の場合の届出書についてもその記載事項を上記届出書に合わせて見直されます。

また、届出書の提出要件については、令和6年4月1日以後に譲渡資産の譲渡をして、同日以後に買換

投資の促進や市場の活性化を図るため、一定の見直しを行った上で適用期限を３年間延長されます。

上記見直しには、一号、二号、四号、五号買換えの適用要件の見直しと適用要件の追加としての届出書の

上記①の改正は、令和5年4月1日から令和8年3月31日までの間に譲渡したものについて適用されます。

書類 提出期限

　　   (注) 上記の「３月期間」とは、その事業年度をその開始の日以後３月ごとに区分した各期間をいう。

　　　ロ　先行取得の場合の届出書について、その記載事項を上記イと同様とする見直しを行う。

　 　 　ことを適用要件に加える。

(注) 上記イ及びロの改正は、令和６年４月１日以後に譲渡資産の譲渡をして、同日以後に買換資産の取得

新型コロナウイルス感染症による経済社会的ダメージからの回復を確かのものとし、土地の有効活用による
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Ⅵ　納税環境整備・その他

 (１) 優良電子帳簿の範囲の見直し（令和５年度税制改正）

     告所得税及び法人税に係る優良な電子帳簿の範囲を次のとおりとする。

　 　　イ　仕訳帳

　 　　ロ　総勘定元帳

　 　　係る上記イ及びロ以外の帳簿

　  　 　(イ)  手形（融通手形を除く。）上の債権債務に関する事項

              （当座預金の預入れ及び引出しに関する事項を除く。）

　   　　(ニ)  有価証券（商品であるものを除く。）に関する事項

　   　　(ホ)  減価償却資産に関する事項

　   　　(ヘ)  繰延資産に関する事項

             に関する事項

             福利費及び厚生費を除く。）に関する事項

　　  (注) 上記の改正は、令和6年1月1日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用する。

　　② 改正のポイント

　 　件を満たす場合には電子帳簿として保存することが可能とされました。

　 　普及・促進を図ることとされました。

　　　　具体的には、軽減措置の対象となる帳簿の範囲を下記の通り明確化しました。

申告加算税の軽減措置の対象となる「優良な電子帳簿」について、その範囲を明確化等することで一層の

(チ) 仕入れその他経費又は費用（法人税に係る優良な電子帳簿にあっては、賃金、給料手当、法定

国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度については、令和３年度税制改正において、会計

ソフト等の活用による記帳水準の向上を促すため事後検証可能性の高い電子帳簿を「優良な電子帳簿」

として過少申告加算税の５％軽減措置が設けられました。また、その他の電子帳簿についても、一定の要

令和５年度税制改正においては、より信頼性の高い電子帳簿への更なる移行を目指す観点から、過少

るその国税関係帳簿（以下「優良な電子帳簿」という。）に係る過少申告加算税の軽減措置の対象となる申

ハ 次に掲げる事項（申告所得税に係る優良な電子帳簿にあっては、(ニ)に掲げる事項を除く。）の記載に

(ロ) 売掛金（未収加工料その他売掛金と同様の性質を有するものを含む。）その他債権に関する事項

(ハ) 買掛金（未払加工料その他買掛金と同様の性質を有するものを含む。）その他債務に関する事項

(ト) 売上げ（加工その他の役務の給付その他売上げと同様の性質を有するもの等を含む。）その他収入

の保存等が、国税の納税義務の適正な履行に資するものとして一定の要件等を満たしている場合におけ

① 国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度について、一定の国税関係帳簿に係る電磁的記録
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(イ) 受取手形記入帳・支払手形記入帳

(ロ) 売掛帳

(ハ) 買掛帳

(ニ) 有価証券受払簿（法人税のみ）

(ホ) 固定資産台帳

(ヘ) 繰延資産台帳

(ト) 売上帳

(チ) 仕入帳・経費帳（賃金台帳を除く。）

　　③ 適用時期

　　④ 電帳法の基本分類まとめ

 ①　仕訳帳  ①　電子メール受領

 ②　総勘定元帳  ②　ＷＥＢ明細

 ③　次に掲げる補助簿 ① 貸借対照表  ③　ＥＤＩ取引

(イ) 手形記入帳 ② 損益計算書  ④　クラウド取引

(ロ) 売掛帳 ③  ⑤　ペーパーレスＦＡＸ

(ハ) 買掛帳 ④ など

(ニ) 有価証券受払簿 ⑤ など など など

(ホ) 固定資産台帳 ⑥

(ヘ) 繰延資産台帳 ⑦ 棚卸表

(ト) 売上帳 など

(チ)

 (２) スキャナ保存制度の要件の緩和措置（令和５年度税制改正）

　　① 国税関係帳簿書類に係るスキャナ保存制度について、次の見直しを行う。

株主資本等変動計算書 納品書 納品書 納品書

請求書 請求書 請求書

製造原価報告書 領収書 領収書 領収書

決算関係書類
取引関係書類

自己が作成 相手から受領

（データ） （紙） （紙）

 ③　その他の補助簿（すべての補助簿）  ③　次に掲げる補助簿

      法人税法施行規則別表２１参照

上記①の改正は、令和6年1月1日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用されます。

国税関係帳簿 国税関係書類 電子取引

改　　　正　　　前 改　　　正　　　後

 ①　仕訳帳  ①　仕訳帳

 ②　総勘定元帳  ②　総勘定元帳

キャッシュフロー計算書

個別注記

仕入帳等（賃金台帳を除く。）

イ 国税関係書類をスキャナで読み取った際の解像度、階調及び大きさに関する情報の保存要件を廃止

電 子 帳 簿 等 保 存 スキャナ保存 電 子 取 引 保 存
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　   　　する。

  　　ロ　国税関係書類に係る記録事項の入力者等に関する情報の確認要件を廃止する。

　  　　に限定する。

　　  (注) 上記の改正は、令和6年1月1日以後に保存が行われる国税関係書類について適用する。

　　② 改正のポイント

 　 　置が講じられました。

　 　 キャナ保存の実行がしやすい環境になります。

　　　　スキャナ保存の各種要件をまとめると下記の通りです。

※

動しない書類をいい、具体的には、見積書、注文書などが該当します。

　　③ 適用時期

 　　 　上記①の改正は、令和6年1月1日以後に保存が行われる国税関係書類について適用されます。

 (３) 電子取引データ保存制度の見直し（令和５年度税制改正）

ハ 相互関連性要件について、国税関係書類に関連する国税関係帳簿の記録事項との間において、相

互にその関連性を確認することができるようにしておくこととされる書類を、契約書・領収書等の重要書類

国税関係帳簿書類に係るスキャナ保存制度について、制度の利用促進を図る観点から要件の緩和措

これにより、大きさに関する情報の保存要件が廃止されることで、スキャン機器の選択肢が広がるなどス

分　　類 要　　　　　件 重  要  書  類 一　般　書　類

内部統制 入力期間の制限（タイムスタンプの付与期限） ○ ○

スマホ／ 一定水準以上の解像度（200dpi以上）による読み取り ○ ○

スキャナ カラー画像による読み取り（赤・青・緑それぞれ256階調以上） ○ グレースケールでの保存可

機器等 解像度及び階調情報の保存 廃止 廃止

関係 大きさ情報の保存 廃止 廃止

タイムスタンプの付与（時刻情報の管理） ○ ○

ヴァージョン管理（訂正又は削除の履歴の管理） ○ ○

入力者情報の確認 廃止 廃止

システム 検索機能の確保 ○ ○

機能関係 見読可能装置（14インチ以上のカラーディスプレイ等）の備付け ○ グレースケールでの保存可

スキャン文書と帳簿の相互関連性の保持 ○ 廃止

コンピューター処理システムの開発関係書類等の備付け ○ ○

重要書類とは、決算関係書類以外の国税関係書類（一般書類を除く。）をいい、具体的には、契約

書、領収書、請求書、納品書などが該当します。また、一般書類とは、資金や物の移動に直結・連

① 電子取引（取引情報の授受を電磁的方式により行う取引をいう。以下同じ。）の取引情報に係る電磁的
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　  　記録の保存制度について、次の見直しを行う。

　　　イ　電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存要件について、次の措置を講ずる。

              とおりとする。

                うにしている保存義務者

　  　　(ロ)  電磁的記録の保存を行う者等に関する情報の確認要件を廃止する。

　   　　到来をもって廃止する。

　  　　　　する。

　　② 改正のポイント

　 　制改正において、２年間は書面出力による保存方法を認める宥恕措置が設けられました。

　 　した。

　　③ 適用時期

(イ) 保存義務者が国税庁等のその職員の質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応

じることができるようにしている場合には検索要件の全てを不要とする措置について、対象者を次の

㋑ その判定期間における売上高が5,000万円以下（現行：1,000万円以下）である保存義務者

㋺ その電磁的記録の出力書面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力され、取引年月日その他

の日付及び取引先ごとに整理されたものに限る。）の提示又は提出の求めに応じることができるよ

ロ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存要件に従って保存をすることができなかったことについ

て相当の理由がある保存義務者に対する猶予措置として、申告所得税及び法人税に係る保存義務者が

行う電子取引につき、納税地等の所轄税務署長がその電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存

要件に従って保存をすることができなかったことについて相当の理由があると認め、かつ、その保存義務

者が質問検査権に基づくその電磁的記録のダウンロードの求め及びその電磁的記録の出力書面（整然

とした形式及び明瞭な状態で出力されたものに限る。）の提示又は提出の求めに応じることができるよう

にしている場合には、その保存要件にかかわらず、その電磁的記録の保存をすることができることとする。

ハ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存への円滑な移行のための宥恕措置は、適用期限の

(注) 上記の改正は、令和6年1月1日以後に行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録について適用

電子取引データ保存制度は、令和３年度の電帳法改正により電子データのみで行われる取引に係る請

求書等については、書面出力による保存方法が認められず、タイムスタンプや検索要件等を満たした電子

データでの保存が求められることとなりましたが、令和4年1月1日からの制度導入に多くの企業等が要件を

満たすためのシステムの導入及び社内管理体制の構築が間に合わない状況にあったため、令和４年度税

令和５年度税制改正では、宥恕措置は期限である令和5年12月31日をもって廃止されますが、検索要

件不要の対象者が、前々年の売上高5,000万円以下（現行：1,000万円以下）に拡大されるとともに、シス

テム導入が間に合わなかったことにつき相当の理由がある事業者に関して新たな宥恕措置が整備されま

12 



 　　 　上記①の改正は、令和6年1月1日以後に行う電子取引データの保存について適用されます。

　　④ 改正まとめ

 (４) 加算税制度の見直し（令和５年度税制改正）

　　① 加算税制度について、次の見直しを行う。

　  　　すべき税額が300万円を超える部分に対する割合を30％に引き上げる。

　　　　　円を超える部分に対する割合を25％とする。

　 　　申告等に基づき課する無申告加算税等を加える。

     　  て課されるものを除く。）については、上記の見直しの対象としない。

　　　ハ　その他所要の措置を講ずる。

　　 (注) 上記の改正は、令和6年1月1日以後に法定申告期限が到来する国税について適用する。

保存要件等
新猶予措置適用者 前々期の売上高が 出力書面（整然・明瞭のもの）

左記以外の事業者
（相当の理由がある） 5,000万円以下の事業者 を日付等で整理している事業者

検索機能の確保 不要 不要 不要 必要

改ざん防止措置（タイムスタンプ等） 不要 必要 必要 必要

見読可能装置等の備付け等 不要 必要 必要 必要

出力書面の保存 必要 不要 必要 不要

ダウンロードの求めへの対応 必要 必要 必要 不要

イ 無申告加算税の割合（現行：15％（納付すべき税額が50万円を超える部分は20％））について、納付

(注１) 調査通知以後に、かつ、その調査があることにより更正又は決定があるべきことを予知（ロにおいて

「更正予知」という。）する前にされた期限後申告又は修正申告に基づく無申告加算税の割合（現行：

10％（納付すべき税額が50万円を超える部分は15％））については、上記の納付すべき税額が300万

(注２) 上記の納付すべき税額が300万円を超える部分に対する割合について、納付すべき税額が300万

円を超えることにつき納税者の責めに帰すべき事由がない場合の適用に関する所要の措置を講ずる。

ロ 過去に無申告加算税又は重加算税が課されたことがある場合に無申告加算税又は重加算税の割合

を10％加重する措置の対象に、期限後申告若しくは修正申告（調査通知前に、かつ、更正予知する前

にされたものを除く。）又は更正若しくは決定（以下「期限後申告等」という。）があった場合において、そ

の期限申告等に係る国税の前年度及び前々年度のその国税の属する税目について、無申告加算税(期

限後申告又は修正申告が、調査通知前に、かつ、更正予知する前にされたものであるときに課されたも

のを除く。)若しくは無申告加算税に代えて課される重加算税（ロにおいて「無申告加算税等」という。）を

課されたことがあるとき、又はその無申告加算税等に係る賦課決定をすべきと認めるときに、その期限後

(注) 過少申告加算税、源泉徴収等による国税に係る不納付加算税及び重加算税（無申告加算税に代え
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　　② 改正のポイント

　 　引き上げられることとなりました。

　 　る観点から、無申告加算税の加重措置の対象とすることとなりました。

　　③ 適用時期

 　　 　上記①の改正は、令和6年1月1日以後に法定申告期限が到来する国税について適用されます。

　　④ 改正まとめ

　　　イ　申告義務を認識していなかったとは言い難い高額の無申告

※１

※２

　　　ロ　一定期間繰り返し行われる無申告行為

 (５) 税理士制度の見直し（令和５年度税制改正）

　　税理士制度について、次の見直しを行う。

　　① 税務代理の範囲の明確化

イ 税務代理を行うに当たって前提となる通知等について、税務代理権限証書に記載された税理士又は

近年、個人で先物取引や暗号資産の売買等を行い多額の利益を得ており、かつ、その取引から利益が

生じていれば申告の必要があることを認識しながら申告をしていなかったという事例が調査において明らか

にされました。このような事案では、従前の規定では仮装隠蔽の積極的な行為を伴わないため、重加算税

の対象とはならず、申告納税制度の根幹を揺るがす重大な違反であり、税に対する公平感を損なう恐れが

あることから、申告義務を認識していなかったとは言い難い高額の無申告について無申告加算税の割合が

また、一定期間内に繰り返し行われる無申告行為等について、これを抑制し納税コンプライアンスを高め

納付すべき税額

50万円以下 50万円超300万円以下 300万円超

改
正
前

通常 15% 20%

更正予知前等 10% 15%

改
正
後

通常 15% 20% 30%　※１

更正予知前等 10% 15% 25%　※２

納付すべき税額が300万円を超えることにつき、納税者の責めに帰すべき事由がない場合は20％

納付すべき税額が300万円を超えることにつき、納税者の責めに帰すべき事由がない場合は15％

無申告加算税 調査通知以後・更正予知前

重加算税（無申告）納付すべき税額 納付すべき税額

50万円以下 50万円超 50万円以下 50万円超

改正前 15% 20% 10% 15% 40%

改正後 25% 30% 20% 25% 50%
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　 　 　税理士法人が受けることができることを明確化する等の運用上の対応を行う。

　 　 　る等の見直しを行う。

　  　(注) 上記ロの改正は、令和6年4月1日以後に提出する税務代理権限証書について適用する。

　  　務を踏まえたその書面に関する様式の簡素化等の見直しを行う。

　　③ 改正のポイント

 　 　されました。

　　④ 適用時期

 　　 　本改正の適用時期は、それぞれ異なるためまとめると以下の通りです。

   イ 通知等を受けることが税務代理であることの明確化 令和4年4月1日以後適用

   ロ 税務代理権限証書の様式の整備 令和6年4月1日以後適用

 ② 税理士が申告書に添付する書面に関する様式の整備 令和6年4月1日以後適用

理士事務所においても同様のニーズがあり、納税義務者の信頼に応え、利便性の向上を図る観点から、業

務のＩＣＴ化、電子化の推進及びテレワーク等の新しい勤務形態に対応するための法整備がなされました。

また、懲戒処分に係る規定の創設等によりかねてより問題視されていた懲戒逃れへの対応を図ることと

改　　　　正　　　　項　　　　目 適用時期

 ① 税務代理の範囲の明確化

ロ 税務代理権限証書について、税務代理に該当しない代理をその様式に記載することができることとす

② 税理士が申告書に添付することができる計算事項、審査事項等を記載した書面に関する様式の整備

税理士が申告書に添付することができる計算事項、審査事項等を記載した書面について、税理士の実

(注) 上記の改正は、令和6年4月1日以後に提出する申告書に添付する上記の書面について適用する。

コロナ禍におけるテレワーク等の新しい勤務形態を推進していくという社会的ニーズの高まりの中で、税
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